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目下・社会保障が迎えている大きな局面の一つとして示されている「国際化」（員の曰菖・目一一⑪四斤一○コ）、あるいは
世界的次元で社会保障に生起している問題は諸側面をもっている。現在この世界的次元でなされている社会保障をめ
ぐる努力としてＪ・Ｊ・デュペイルー教授が指摘するところでは、⑩各国制度の一般的進展（一のロ『。、『肝ｍｇｑｍ－
９の、⑫『⑪筋日の、目冒目員）、②制度の連携化（８Ｃａご目・ゴロの印の房扇日の⑩）、③制度の整合化（ロ日日・巳の目・ロ
（１） 
□のの⑫邑切扇曰①⑫）である。このなかでとくに国際化の名に値するものは、外国人に対する内国人なみの権利保障体制確
立である②、および各国法制の近接化としての③であって、社会保障の国際化の一一大側面として広くとらえられてい
（２） 
るものである。両者はとりわけ労働者の域内自由移動の保障をも重要な目的として結成されたＥＥＣ（現ＥＣ）内部
において社会保障の重要な眼目とされてきたものである。しかし労働者の移動は単にＥＣ域内だけの問題ではなく、
経済の国際化の進展とともに全世界的規模で展開され、そこに世界社会が顕著に形づくられるにいたると、この両
者も、わが国を含めた全世界を覆う問題となる。
社会保障の「国際化」という抽象的な表現の具体的意味内容はデュペイルー教授指摘の右の三者につきるわけでは
なかろうが、ここでは一応これを眼目としてとらえておきたい。このうち、囚は事実としては顕著であり、ただ、な
にゆえに各国制度の進展が国際的関係とかかわることになったのか、その原因の解明を要するところであるが、ここ
ではこの問題に深くかかわらない。従来から存在しており、わが国にとってとくにさし迫った問題ではないからであ
る。わが国が現在直面しているのは②と③である。わが国は過去の朝鮮、台湾との経緯から、戦後は在日朝鮮人、中
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国人との関係で②の問題に直面していたが、それ以外の国、とくに西欧諸国人のわが国への移住は少なかったことか
ら全世界との関係での②、③への関心は従来うすかった。しかし戦後のわが国のいちじるしい経済の世界的発展は、
わが国企業の海外進出を飛躍せしめ、わが国企業の参加する多国籍企業や海外への関連事業設置、これらにともなう
外国人流入の増加などは、当然に社会保障面での②、③を大きな現実的課題としてわが国に迫ることとなった・それ
は世界的にみれば経済の国際化が世界の一体化、世界社会の形成を大きく促進したことのわが国への反映でもあった。
（３） 
このうち③は各国間の制度の一致（８日Ｃ山室亘｝ご）、あるいは統合（巨己ｍ８【一・口）を指向し、各国制度のかなりの
改革を要するところであるが、わが国にもみられるように、一国内でも未達成の国が多い。まして国際的次元では達
成が容易ではなく、長期の時間を要する問題である。そこで、さしあたっては②が重点課題となり、しかもこれはそ
の達成に緊急性を帯びる問題でもある。そこで本稿でも、②を中心に扱うこととする。
さて、各国が他国民と自国民との区別なしに労働条件の保障や社会的保護をなす世界的体制を築きあげることは、
（４） 
従来の国家の枠を超越した、理性的な人間愛あるいは社会的正義の観念にもとづく一の人類世界社〈琴の理想であろう。
そこにはおのずから超国家的な世界人類的連帯関係が予想されているのであるが、これを実現するには自国民の利益
のみを図る従来の世界における常態としての国民国家体制その国家エゴを一馴提とした世界体制ｌ個人が社会にお
いて自己の利益を求めてせめざあうように、国家も世界においてせめざあうｌの脱却を必要とする．この脱却は一一一一曰
うほどにやさしいものではないだけにその実現は容易なことではない。
しかし、さきにも述べたように、世界の一体化、世界社会の形成、すくなくとも人類の世界的交流が常態化すると
ともに、右の理想的形態の早期的実現が、人道的、あるいは社会正義的観点から切実な要請となる。すくなくともこ
れを促進するなんらかの世界的機構の必要性が痛感される。ここで登場しているのが国際連合であって、それは憲章
前文で「基本的人権と人間の尊厳」を確認したうえ（第二段）、その目的の一として「人種、性、言語又は宗教によ
る差別なくすべての者のために人権及び基本的自由を尊重するように助長奨励することについて、国際協力を達成す
ること」二条三項）を掲げているのである。この国運によって一九四八年、法的効力はないものの、「人種、皮膚の
色、性、言語、宗教、政治上その他の意見、国民的若しくは社会的出身、財産、門地その他の地位又はこれに類する
いかなる事由による差別」を排除して（一一条１）、「すべての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準」（前文）
としての世界人権宜言が採択される。そしてさらに、法的効力をもつものとして、一九六六年、「経済的、社会的及
び文化的権利に関する国際規約」（社会権規約、Ａ規約）と「市民的及び政治的権利に関する国際規約」（自由権規約、
Ｂ規約）の二本建てによる国際人権規約が採択された（わが国も七九年に批准）。このうち社会保障への権利が関係
するのがＡ規約である。これは即効性を有するＢ規約（一一条二項、三項）に対し、「完全な実現を漸進的に達成する」
義務を加盟国に課する三条一項）のであるが、ここでは（両規約に共通に）「国民的若しくは社会的出身による差
別」の撤廃が規定されている（Ａ規約二条一一項、Ｂ規約二条一項）。こうしてＡ規約九条の「社会保険その他の社会
保障についてのすべての者の権利」は、後に詳述するように、締約国においては内外人平等原則に立脚した保障が、
少なくとも基本方針として要請されているものとみられる。
このような国連本部の内外人平等待遇原則に端的にみられる人権保障の国際的連携（脱国家、脱国民）への動向を、
労働者の権利、社会保障への権利を中心に、国連（国際連盟〉本部とは別に、早くから、より地道かつ現実的に推進
労
働
者
の
権
利
、
社
会
保
障
食
してきたのがＩＬＯである。
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（３）この過程については、。・々・ローｎｍの口の戸シ・口Ｃロー日の目員□『○一〔⑰。、一四一一員の『目三○．画一の戸のロ『Ｃロ、の。二ｍｍ３．（こき》Ｃｍ－－Ｃ脚）・
ロ。、『の（⑪。 国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
一四
ＩＬＯは、一九一九年の創設時から、すでにその憲章のなかで、「自国以外の国において使用される場合の労働者
の保護」をも目的として掲げていた（前文）。そして、社会保障に関してはその国際的基準を設定する種々の条約・
勧告とともに、国際的連携化についても多くの条約・勧告を採択し、その現実にはたした機能は決して小さくない。
そこで、以下、まずＩＬＯがこの点について採択した主要な条約・勧告を列記してその概略を把握したのち、ＩＬ
Ｏがこのような連携化を推進したことの歴史的、社会的、法理論的意義を考察する。つぎにこの条約・勧告における
連携化の発展過程、現時点で形成されている系譜をできるだけ詳しく分析し、もっとも現実的な国際的基準たる現在
のＩＬＯの連携基準の体系を確認する。そして最後にこのＩＬＯ基準のほか、右に述べた国連本部によって設けられ
た規範をも考慮に入れ、要するに現在の社会保障の連携に関する国際的規範との関連でのわが国の対応状況、すなわ
ちわが国の社会保障法国際的連携の現状をみ、この関係でわが国がかかえている課題をあきらかにするとともに、そ
れについて若干の検討を加えることとする。
（１）］．］・ロロでの罠『ＣｐＸ》（《。『○一（この一山⑪、、ロ『一蔵⑩○，一ｍ｝の》・Ｓｍ①。・・巳・迄一心．
（２）たとえば勺亘］】己日言貰、Ｃ員農の。、一四一の①２『｝ご巨看。〔【篇向巨『・己のｇｏ・ロ］ロ〕目三の⑪忌（］患Ｐ冨目⑫①一一・Ｆ・目。。）ロ・冨顛・
〆四ぐ一の『勺『の（○戸冨巨の、２『一［、⑫。Ｑ四一の⑦庁『向ロ『・ロのごロ『○一（のｏｎ－ｍ－ｚＣ・」・］》呉ロ・己の〔⑪・後者では食餌四『日Ｃ昌印員一・．弓は各
国がそれぞれの制度を近づけることであり、言、。。＆ご目。■葛は移住者、移入者に各国法が適用される体制に関するものと
，とエヮ』え》。。
のちに確認されるように、連携は、Ⅲ内外人平等待遇の原則の確立、②移住労働者の権利保全、③海外居住
（１） 
者に対する給付支払確保、の一二が主要な内容となる。ＩＬＯ条約・勧告には、この社会保障の連携化そのものを直接
（？】）
的目的としたもの〔Ａ群〕と、他の事項との関連においてもり込まれたもの〔Ｂ群〕とがある。以下、これを列記し
（３） 
て概略を説明するが、後者については条約のみに限定する。
生ロ）加盟国は、その領土内で使用される外国人（労働者とその家族）に対し、相互条件により、かつ関係国間で協定せ
られるべき条件で、自国労働者の保護に関する法令上の利益および自国労働者の享有する適法の組合の権利を付与す
（４）「世界社会」の語は、国または国家を前提にする「国際社会」と区別して用いられる高橋武教授の例にならった（高橋、
「国際法と社会保障」’一現代法と社会保障」（一九八二、総合労研）一一一○九頁注（２））。本稿は、同教授のこの論稿のほ
か「国際社会保障法研究」（昭和四三年、至誠堂）、「経済と人権ｌＩＬｏのアプローチ」（北九州大学法政論集七巻一号）
を参照した。
〔Ａ群〕
０
 
⑪外国人労働者の相互的待遇に関する勧告（宛のｎｓ『ＣＤご・【曰『田圓の員罰の８日日の目具一・二一九一九、第二号勧
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「連携」に関するＩＬＯ条約・勧告
一
五
②労働者災害補償についての内外人労働者の均等待遇に関する条約（目目一三。｛日『の四【曰の具（シＲ一旦の貝ＣＣＢ‐
己のごｍ目。。）○・コぐの。ご◎。一九二五、第一九号条約、批准国数一○八、日本批准）
締
約
国
が
外
国
人
に
対
し
て
も
自
国
民
に
お
け
る
と
同
様
の
労
働
災
害
補
償
を
な
す
べ
き
こ
と
（
第
一
条
）
を
中
心
と
す
る
。
第一条は、本条約を批准した国は、本条約を批准した他の締約国の国民でその領域内で労働災害を受けた労働者ま
た
は
そ
の
被
扶
養
者
に
、
自
国
民
に
付
与
す
る
と
同
様
の
労
災
補
償
を
な
す
べ
き
こ
と
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
さ
ら
に
こ
の
均
等
待
遇
は
被
災
労
働
者
の
居
住
条
件
を
付
す
る
こ
と
な
く
な
さ
れ
る
べ
き
も
の
と
す
る
。
③労働者災害補償についての内外人労働者の均等待遇に関する勧告（向Ｃｇ－ご◎【曰局の凹冒の貝（シＲどのロ【ｎｏ日‐
己のご⑪目・ロ）宛の８日日の。：一一Ｃゴー九二五、第二五号勧告）
②
と
同
じ
第
七
回
総
会
で
採
択
さ
れ
た
も
の
で
、
こ
れ
を
補
足
す
る
も
の
で
あ
る
。
一
加
盟
国
の
法
令
に
よ
っ
て
補
償
を
受
け
る
べ
き
者
が
そ
の
加
盟
国
外
に
居
住
す
る
と
き
の
補
償
の
支
払
を
容
易
な
ら
し
め
る
な
ど
の
ための措置をとるべきこと、労災補償に関し、各加盟国が付与している租税の免除、公文書の無料下付その他の特権
は②条約を批准した他の加盟国の国民にも同様に付与されるべきこと、などが規定されている。
㈹
移
民
の
障
害
、
老
齢
、
寡
婦
お
よ
び
孤
児
保
険
に
も
と
づ
く
権
利
の
保
全
の
た
め
の
国
際
的
制
度
の
確
立
に
関
す
る
条
約
（言四目の目ｐ８ｏ｛三一ｍ『目庇宅のゴ⑪ご己酉、言⑪○目くの目ＣＰｇ韻・第四八号条約、批准国四、日本未批准）
移民労働者の障害、老齢、寡婦、孤児に関する社会保険制度の平等待遇原則のほか、その取得途上および既得の権
利保全の国際的制度の樹立が図られたものである。、取得途上の権利保全、伽既得権保全、伽管理上の共助、㈹国際
べきことを勧告したもの。
国
際
規
範
か
ら
み
た
わ
が
国
社
会
保
障
法
の
国
際
化
の
現
状
と
課
題
一一ハ
的制度の運用、の四本柱となっている。
（４） 
㈹は、一一以上の加盟国〈Ⅱ批准国）の保険機関に加入していた個人については、資格期間か拠出期間がみたされて
い
る
か
ど
う
か
の
決
定
な
ど
の
場
合
に
、
そ
の
者
の
国
籍
を
問
わ
ず
、
拠
出
期
間
、
権
利
保
全
期
間
、
他
国
で
現
金
給
付
が
な
さ
れ
た
期
間（ただし通算する国の対応する給付がその国の法令によって既得権を保全する場合にかぎる）が通算される（二
条）こととするもの。請求者は加入していた保険機関の一に給付請求すればよい（七条）とされ、その他給付額の計
算
方
法
に
つ
い
て
の
規
定
（
三
条
）
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。
伽は、国籍のいかんを問わず、批准国の領域内に居住する者で一批准国の保険機関で権利を取得したものは、その
全額の受給の資格を有することとするもの。ただし、年金財源に公費が入っている場合は、その批准国の国民以外の
者
に
は
支
払
わ
な
い
こ
と
と
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
（
以
上
一
○
条
）
。
脚
は
、
批
准
国
は
自
国
の
法
令
を
適
用
す
る
場
合
と
同
じ
て
い
度
に
他
の
批
准
国
に
援
助
を
与
え
る
べ
き
こ
と
、
あ
る
い
は
他
の
批
准
国
に
居
住
す
る
受
給
者
へ
の
給
付
は
そ
の
批
准
国
に
委
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
旨
な
ど
が
定
め
ら
れ
た
も
の
で
あ
る
（
一
四
～
一
六
条
）
㈹
は
、
批
准
国
は
、
商
工
業
労
働
者
の
大
部
分
が
六
五
歳
を
こ
え
な
い
年
齢
で
年
金
を
受
け
う
る
強
制
保
険
制
度
ま
た
は
労
働
者
の
か
なりの部分を対象とする障害、老齢、寡婦、孤児の強制保険制度を批准後一二月以内に設けるべきこととし、各批准
国は、加入義務、保険給付について他の批准国の国民を自国民と同一に扱うべきこと（ただし、公費を財源としてそ
の強制保険施行の際に一定年齢をこえている者にのみ支給される年金への補助金、附加金または年金の一部に対する
権
利
は
自
国
民
の
み
に
限
定
可
）
と
す
る
も
の
で
あ
る
二
七
、
一
八
条
）
。
⑤移民労働者に関する条約（冨唇目目帛ＣＨ向日ロ』。］Ｂの貝Ｃ・口『の目・ロ（国昌一、日）》］》色・第九七号条約、批准国
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一
七
六六号条約の改正条約で、同条約第六条において労働条件、とくに賃金、労働組合権、負担する租税、掛金等、雇
用契約に関する法律上の手続きに関し、内国人に劣らない待遇を外国人に与えるべきものとされていたが、本条約は、
この平等待遇原則が適用される対象事項に社会保障を明示して拡充した。
すなわち、この条約が効力を生じている加盟国は、社会保障（業務上の傷病、出産、疾病、障害、老齢、死亡、失
業、家族責任その他国内法令により社会保障制度でカバーされる事故に関する法律制度をいう）に関しのつぎのよう
な留保のもとに、国籍による差別なく入移民者に自国民と同様の扱いをなすべきこととされる（六条、一、二項）。
、既得の権利および取得途中の権利の保全のための適切な措置（日『目、の曰の貝の）がとられうること
⑪入移民国の法令は、全額公費で負担される給付またはその一部および通常の年金支給に必要とされる拠出要件
を
み
た
さ
な
い
者
に
支
給
さ
れ
る
手
当
に
関
し
特
別
の
措
置
を
規
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
⑥社会保障における内外人平等待遇に関する条約（ロロ巨四－ご・｛弓『３斤目の貝（のＣＱ巴⑪の目『ご）○・二ぐの目・ロ』やＳ・
’一八号条約、批准国数三六、日本未批准）
四八号条約の反省の上に、社会保障の連携化としてもっとも本格的な条約として登場したもの。
社会保障九部門（医療、疾病給付、出産給付、障害給付、老齢給付、遺族給付、業務上災害給付、失業給付、家族
給付）のうちの一または二以上の部門について批准することができるものである。主な内容はつぎのとおりである。
三八、日本未批准）
Ⅲ
平
等
待
遇
９
こ
り
条
勾
この条約の適用を受ける加盟国は、この条約上の義務を受諾した社会保障の部門の適用範囲および受給権にっ
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際
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一八
いて、その領域内において、この条約の適用を受ける他の加盟国の国民に対して、自国の法令上自国民に対すると同
様の取扱いをしなければならない。遺族給付については、この条約の適用を受ける加盟国の国民の遺族に対しても、
その国籍のいかんを問わず同様である（三条一、二項）。
何右の規定は、社会保障のその部門について法制をもちながらその加盟国の国民に平等取扱いをなしていない他
の加盟国の国民にまで適用されることを要求するものではない（三条三項）。
い給付の支給についての平等待遇には、居住要件を付してはならない。ただし、社会保障の特定部門において、
その法制がその国の領地に居住することを条件としている加盟国の国民に対しては、このかぎりでない西条一項）。
伺いにかかわらず、受給者もしくは使用者の拠出または職業的活動の期間を要件とする給付以外の給付（医療、
疾病給付、業務上災害給付、家族給付を除く）については、それぞれの給付ごとに一定期間を限度とする居住要件を
付することができる（同条二項）。
⑪
海
外
居
住
者
に
対
す
る
給
付
支
払
の
確
保
ｍこの条約の義務を負う加盟国は、自国民に対しても、当該部門についてこの条約の義務を負う加盟国の国民に
対しても、それらが海外に居住する場合には、障害給付、老齢給付、遺族給付、死亡給付、業務災害年金の支給を保
証しなければならない（五条一項）。この場合、必要なときは、四八号条約批准、特定国間の合意による同条約の援
用、または関係国間協定の三方法によって実施することができる（同項、八条）。
何海外居住者に対する無拠出制の疾病給付、老齢給付、遺族給付の支給は、関係加盟国が後述の権利保全計画に
参加することを条件とすることができる（五条二項）。
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一
九
条一項、八条）。
⑪
家
族
給
付
の
保
障
家族給付についてこの条約の義務を受諾した加盟国は、自国民およびこの部門についてこの条約の義務を受諾した
他の加盟国の国民に対し、その加盟国の領域内に居住する児童に関し、関係加盟国間で合意された条件と限度で、家
族
手
当
の
支
給
を
保
証
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
六
条
）
。
㈹
権
利
保
全
制
度
加
入
へ
の
努
力
義
務
と
負
担
の
配
分
いこの条約の拘束を受ける加盟国は、四八号条約批准、特定国間の合意による同条約の援用、または関係国間協
定で合意された条件で、この条約の義務を承諾したすべての社会保障部門について、この条約の拘束を受ける加盟国
の法制のもとでの既得の権利または取得途中の権利を保全するための制度に加入するよう努めなければならない（七
●
□
■
Ⅱ
０
ｓ
□
－
０
■
０
－
‐
－
１
－
１
ｑ
 
さ
れ
る
か
、
受
給
者
が
居
Ｍ
以
上
の
適
用
関
係
何この制度は、とくに権利の取得、維持、回復と給付額計算のための被保険者期間、雇用期間、居住期間その他
の期間の通算について定める（七条二項）。
いこのようにして定められた障害、老齢、遺族給付の費用は、関係加盟国間の合意により、関係加盟国間で分担
されるか、受給者が居住する国によって負担される（同三項）。
ない（六条）。 国
際
規
範
か
ら
み
た
わ
が
国
社
会
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い家族手当一についてこの条約の義務を負う加盟国は、自国民および同様の義務を負う他の加盟国の国民に対し、
それら加盟国に居住する子供について、加盟国間で合意される条件または限度で、家族手当の支給をしなければなら
㈹加盟国は、関係加盟国間協定によって決定された条件のもとで、この条約上の義務を生ぜしめる二国間または
多
国
間
文
書
に
よ
っ
て
こ
の
条
約
を
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
四
条
一
項
）
。
従
事
し
て
い
る
、
あ
る
い
⑪
義
務
履
行
の
原
則
いこの条約は相互主義を条件とせずに難民および無国籍者に適用される二○条一項）。
何この条約は公務員等の特別制度または公的扶助（己：一門四協尉白口、の）には適用しない（同二項）。
いこの条約の適用を受ける加盟国は、この条約の適用およびそれぞれの社会保障制度の実施を容易にするため、
相
互
に
無
償
で
援
助
を
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
二
一
条
）
。
、社会保障の権利の保全のための国際システム確立に関する条約（三四胃の９．，の。｛のＣＤ区の①ｎ回『ご国胸宮⑩
○．ごくの昌一○房ご恩・’五七号条約、批准国二、日本未批准）
四八号条約の改正条約である。
㈹
適
用
部
門
・
対
象
者
、
適
用
法
令
Ⅲ社会保障九部門のうちこの条約に拘束される加盟国（以下この条約の項で単に「加盟国」という二条③））
が効力ある法令をもつもの（拠出制、無拠出制）に適用される三条）。また、適用対象者は一もしくはそれ以上の
加盟国の法令が適用され、またはされてきた者とその家族、遺族である。ただし、国際的文書によってその国の法制
の適用から除外されている者についてはこのかぎりでない（三条）。
何適用法令が抵触、重複するような場合は、関係加盟国間の協定によって、対象者が通常雇用される職業に通常
従事している、あるいは居住する領土の加盟国法によることを原則として決定される（五条）。
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際
規
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か
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右の文書には対象とされる社会保障の部門、適用対象者、｜の加盟国が他に代って負担した費用の償還についての
規定などが明示される（同条三項）。
何ただし、期間の通算（七条四項）、拠出制の障害、老齢、遺族、各現金給付、業務上災害に関する給付、死亡
一時金ですでにその受給権が取得されているものの保全措置（九条一項）、加盟国間の相互援助などに関しては、こ
の条約が加盟国に効力を有することとなったときから即時に適用される（同条二項）。
⑪
取
得
途
中
の
権
利
の
保
全
㈹各加盟国は、当該国の法制に継続的に、もしくは交互に適用を受けてきた者のために、社会保障各部門につい
て取得途中にある権利の保全のための制度に、他の関係国とともに加入するよう努める（六条）。
何この権利保全制度とは、権利の取得、保全、回復、給付の計算などのために、関係加盟国の法令に基づき経過
した保険期間、雇用期間、職業活動期間、または居住期間の通算を行なうものである（七条）。一個人が一一国間また
は多国間文書の当事者である三以上の加盟国の法令による期間を満了した場合には、その二国間、多国間文書に拘束
される各加盟国は、それら文書に従って必要な期間の通算を行う（同条四項）。また、この制度においては、障害・
老齢、遺族各給付、職業病に関する年金の裁定方法および費用の負担割合も定められる（八条一項）。
㈹
既
得
権
の
保
全
と
国
外
へ
の
給
付
の
支
給
Ⅲ各加盟国は、その法制のもとでその権利が取得された障害、老齢、遺族、各現金給付、業務上災害に関する給
付、死亡一時金については、無拠出、経過的な制度を除き、居住地のいかんにかかわらず、一の加盟国の国籍を有す
る者、難民、または無国籍者たる受給者に対し、必要ならば加盟国または関係各国との協定により、支給を確保しな
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一
一
何関係加盟国は、有効な法制上の医療、疾病給付、出産給付、（年金および死亡一時金以外の）業務上災害に関
する給付に関し、その法制によって取得した既得の権利を保全するための制度に参加するよう努めなければならない。
この制度は、これら給付を所管加盟国以外の加盟国の一の領土内の居住者および一時的な居住者に関係加盟国間の
相互協定で定められるところにより保障するものである二○条一項）
㈹当該加盟国で既存の法令によってその給付が保障されていない場合には、他の加盟国で立法上保障されている
給付にみあう給付を保障する当該加盟国の措置によって保障される（同条二項）。
㈲関係加盟国は、有効な法制上の失業給付、家族給付、リハビリテーション給付に関し、それら法制によって取
得された権利の保全のための制度に参加するよう努めなければならない。この制度は、右の諸給付を所管加盟国以外
の加盟国の一の領土内の居住者に、関係加盟国間の相互協定で定められるところにより保障するものである（同条三
ければならない（九条一項）。もっとも、前記取得途中の権利保全のための制度に加入する加盟国は、所管加盟国以
外の加盟国の領土に居住する受給者に対し、一一国間または多国間協定の枠内で給付の支給を保障することができる
項
－－ 
． 
い管理上の援助と対象者への援助
ｍこの条約および各加盟国の法制の適用を容易にするため、各国は相互に援助すべきものとする（一二条一項）。
㈲請求者が所管の加盟国の領土に居住しているときは、その者は居住地の所管庁に請求することができるなど、
国外居住者に対する諸便宜が図られる（一一一一条）。
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
一一一一一
（同条二項）。
婦人労働者の産前産後休暇に関する条約であるが、そのなかで、社会保障に関するものとしては、公費または保険
制度から休艫中その婦人労響と子供の完全で健康な生活維持に十分薮給付ｌその額は所管行政庁が決定するｌ
と付加的給付としての医師または看護婦の介助を受けることができることとされ（三条⑥）、その対象となる婦人は
国籍を問わないこととされている三条）。
百
群
〕
（１）失業に関する条約（ご□の曰己］。］日⑩貝ｎｏ口ぐの昌目ご］Ｐ第二号条約、批准国四七、日本批准）
失業対策についての条約であるが、批准国であって失業保険制度をもつ加盟国は、関係加盟国との協定で同意され
た条件のもとで、いずれかの加盟国の国民で自国で労働する者に対し、自国人と同様の保険給付率を付与する制度を
設けなければならないこととした（三条）。
（２）産前。産後の女性の雇用に関する条約（冨呉の『。ご勺『。（のａＣｐｏＣ弓の目・口》ご」Ｐ第一一一号条約、批准国一一六、
（２）産一
日本未批准）
⑧社会保障の権利の保全のための国際システム確立に関する勧告（言巴日の目ごＯの。｛の。§］の①Ｏ目ご囚各戸の
宛の８日日の且昌・曰》］＠田二六七号勧告）
、の一五七号条約と一体の関係をもつもので、同条約で予定されている多国間協定のモデルを示した勧告である。
㈹
一
の
加
盟
国
が
他
の
加
盟
よって償還される二六条）。
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
二四
の加盟国が他の加盟国に代って支給した給付その他負担した費用は、加盟国間で協議して定められた方法に
（３）㈹商エ業、自由業における被用者、家内労働者（◎員ョ・胃『）および家事使用人のための強制老齢保険に関
する条約（○一□，シ、の旨呂『目。①（頁目、（『］のＲ）○目くの旨○口》己農一一一五号条約、批准国一一、日本未批准）、回農業に
おける被用者のための強制老齢保険に関する条約〈○一Ｑ‐シ、の旨⑪こ『四二８（シ円一目一目『の）○○弓の目。ご》］①患）一一一六号条約、
批准国二、日本未批准）、例商エ業、自由業における被用者、家内労働者および家事使用人のための強制障害保険
に関する条約（旨く凹宣ご旨の日自、の（旨目⑩（具の〔、）Ｃｇぐの目○二］①＄・’一一七号条約、批准国九、日本未批准）、ロ農
業における被用者のための強制障害保険に関する条約（冒昌画一一旦ご言のこ『目８（缶目２－月の）○・弓の目・目］・圏一」一八
号条約、批准国九、日本未批准）㈱商エ業、自由業における被用者、家内労働者および家事使用人のための強制寡婦、
孤児保険に関する条約（のニューぐ日、自口、日目８（冒已ロ⑫芹ご》のＲ）Ｃ・ロぐのロ【一．亘巳圏、一一一九号条約、批准国六、日本未批
准）、㈲農業における被用者のための強制寡婦、孤児保険に関する条約（のロ『ぐ一ぐ。『⑩》百ｍロ『目Ｃの（シ、１２－日『の）○・口，
ぐの目。ご》巳駕四○号条約、批准国六、日本未批准）
右の六条約は同じ趣旨のもとに各分野別の強制社会保険創設に関するもので、外国人に対する関係ではほぼ同文の
条文を設けているため、一括してとりあげる。
それぞれ、外国人に対する強制保険の適用に関する事項を二つ規定している。三五号条約における規定を例として
説明する。
○
第
一
二
条
１外国人たる被用者は、内国民と同一の条件のもとに保険への加入と拠出金の支払義務を負う。
２外国人たる被保険者は、内国民と同一の条件のもとに自己の拠出にもとづく給付を受ける権利を有する。
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
二五
本条約に拘束される加盟国の国民である外国人は、内国人と同様の条件で年金権を取得する。ただし、国内法令
で内国人についての居住期間よりも五年をこえない期間の居住要件を外国人への年金支給に加えることができる。
（４）非自発的失業に対する給付または手当の確保に関する条約（ごロの日ロ］・冒日①ご斤勺ＨＣぐ国ＣｐＣｏｐぐのご目Ｐ巳置》
第四四号条約、批准国一四、日本未批准）
失業者に対する所得保障（給付または手当）を確保すべき条約であるが、第一六条において、外国人は、内国人と
同様の条件で給付および手当を受ける権利を有することを原則としつつ、無拠出の基金からの支給に関しては、この
条約の拘束を受けない加盟国または国の国民の内国人との平等取扱いから外すことができることとした。
（５）海員の疾病、負傷、死亡の場合における船舶所有者の責任に関する条約（の江で。ゴロの『の．ｐ凹巨旨］（の一○丙四日
○
第
二
一
条 国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
一一一ハ
３外国人たる被保険者およびその被扶養者で、この条約の拘束を受け、したがってその法令で第九条をみたす
保険制度の財源または給付に対し国の補助がなされている国の国民であるものは、年金への補助金もしくは付加金
または公費によって支払われる年金部分への権利を有する。
４ただし、国内法によって公費を財源とし、その強制保険施行の際に一定年齢をこえている者にのみ支給され
る年金への補助金、附加金または年金の一部に対する権利は内国民に限定することができる。
５国外居住の事実による権利の制限は、本条約の拘束を受ける加盟国の国民で、本条約に拘束される加盟国の
領土に居住する年金受給者に対し、その年金が取得された国の国民に適用される限度までなすことができる。ただ
し公費によって支給される補助金、付加金または年金部分はこのかぎりではない。
三口『の』の８日目）ｏＣｐくの目。Ｐ］・蔑第五五号条約、批准国一五、日本未批准）
軍艦を除き、条約適用地域に登録され、通常海洋航海に従事する一切の船舶に使用される者に適用されるもので
その雇用契約存続中に発生した疾病、負傷およびこれらに起因する死亡について、船舶所有者が医療、生活保障、送
還費支給などの措置をとるべきことを義務づけた条約であるが、その二条において、本条約および本条約による給
付に関する国内法令は、国籍、住所のいかんを問わず、一切の海員に対し、平等待遇が確保されるよう解釈され、実
施されるべきである旨規定している。
（６）㈹船員のための社会保障に関する条約（の。、一四一ｍの２『弓（の①四［閂の［⑪）ｎｏロぐの目・Ｐ］⑤参第七○号条約、批
准国七、日本未批准）、口船員の年金に関する条約（の田｛四『の『⑫》宅のロの一・コ⑪ＤＣづくの目・Ｐ］＠念・第七一号条約、批准国
（６）㈹船員の舎
准国七、日本未批些
二
、
日
本
未
批
准
）
㈹は船員に対する医療給付、労働不能、失業、老齢についての現金給付などの社会保障上の権利を規定したもので
あるが、第五条において、船員の疾病、負傷、死亡についての船舶所有者の責任、業務災害または労働者災害補償に
対する強制保険、強制疾病、失業保険に関する国内法令は、国籍、人種のいかんを問わず、その船員およびその被扶
養者に対し平等取扱を確保しなければならない旨規定する。
これに対し、海外勤務から引退した船員に対する年金制度確立を内容とする回においては、加盟国に居住しない者
または加盟国の国民でない者は例外的扱いを認めている三条二項、い、Ⅲ項）。
（７）社会保障の最低基準に関する条約（の。ｇ四一ｍの２『昼（三ヨーョロョの国ロ：ａ印）Ｏ・曰くの冒目．］①鼠第一○二号
条約、批准国一一一一、日本（部分）批准）
一一七
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
農園労働者について、雇入、募集（移民労働者）（第二部）、雇用契約および刑罰の廃止（第三部）、賃金（第四部）、
年次有給休暇（第五部）、週休（第六部）、出産保護（第七部）、労働者補償（第八章）、団結権、団体交渉権（第九
部）、結社の自由（第十部）。労働監督（第二部）に関する保護措置を規定する条約であるが、まず総則（第一部）
のなかで「国籍のいかんを問わず……すべての農園労働者に対し平等にこの条約を適用することを（加盟国は）約
准
、_" また、受給権ｗ
（８）母性保》
四、日本未批准）
一一一号条約の改正条約で戸社会保障関係では女子労働者に対する出産休暇中の金銭、医療給付への権利を設定するも
のであるが、その対象となる女子は国籍を問わないこととされている（一一条）。
（９）農園労働者の雇用条件に関する条約（勺一目日【】Ｃｐｍｏｏ。ぐの目・ロ》乞畠一一○号条約、批准国九、日本未批
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
一一八
社会保障九部門についての最低基準を設定した条約であるが、その第一二部、第六八条においてつぎのように規定
する。「国民でない住民も国民たる住民と同様の権利を有する。ただし、国民でない者および加盟国の領域外で生れ
た国民に対しては、全部または大部公費負担による給付および暫定的制度について特例を設けることができる」（一
項）。また被用者を対象とする拠出制社会保障制度では、この条約のある部門を受諾した他の加盟国の国民たる対象
者は、当該部門について関係加盟国の国民と同一の権利を有する。もっともこの場合、相互主義を定める一一国間また
は多国間協定が存することを条件とすることができる（一一項）。
また、受給権は、当該加盟国の領域外にあるときは、停止されることがある（六九条③）。
（８）母性保護に関する条約改正（三【日の『ｐご印。（の日。。○。。『の目・己（四ぐ厨の。）・邑巴》一○一一一号条約、批准国二
束する」（一一条）と規定する・このうえで、さらに個別部門ごとに、出産保護においてはその対象となる「女子」を
「国籍……を問わずすべての女性」ととらえ、さらに労働者補償部門においては、「加盟国は、この部の規定の適用
を受ける他の加盟国の国民でその加盟国の領域内で発生する産業災害により身体の傷害を受けた者またはその被扶養
者に対し、自国民に与えると同一の労働者補償に関する待遇を与えることを約束する」と規定する。
（、）業務災害給付に関する条約（向日ロ一．ご日の員亘■『『切目の茸のｏ・日のご〔一○二》］＠ｍ←》一一一一号条約、批准国一八、
関し、“
（、）
批准国一
〈、）空
日本批准）
医療および疾病給付について、高度基準を設けた条約であるが、第一一一一一条において、各加盟国は、その領域内で通
常居住しまたは労働する外国人に対し、この条約に規定する給付の受給権について、内国民と平等の取扱いをしなけ
（、）劣悪条件にある移民および移民労働者の機会および取扱の均等促進に関する条約（旨百国員三・『宍の『、（の目‐
Ｃ－の曰のご白ご祠『。『一ｍ一○二⑪）○・二『の目・ロ》ごう一四一一一号条約、批准国一五、日本未批准）
移民労働者保護のため、従来の同趣旨の条約、勧告にさらに付加されたもの。社保保障関係としては、第一○条に
おいて、この条約の効力を受ける各加盟国は、国内状況や慣行に適した方法によって、合法にその領域内に居住する
一一九
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
れぱならないこととする。
労災給付の高度基準を設けた条約であるが、第二七条において、各加盟国はその領域内において、業務災害給付に
し、外国人に対し自国民と同様の取扱いをすべきものと規定している。
（、）医療および疾病給付に関する条約（巨巴－８一○四『①四ａ四・百の脇田のロの尊のＣＣｐぐの己・Ｐ］①ｓ》一一一一○号条約、
三、日本未批准）
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
三○
移民労働者およびその家族に対し、平等の機会および取扱を促進しまたは保証する政策を音一一冒し追求することを約す
べきことを規定した。
（１）この三項目は、移民労働者保護の重要な内容となるが、移民労働者保護のための措置のすべてではない。「船中にお
ける移民監督の単純化に関する条約」（一二号条約）や「船中における移民たる婦人及び少女の保護に関する勧告」（二
六号勧告）、移民労働者条約（六六号条約）のように移民労働者保護のための条約であっても、この一一一項目に関係のな
いものも存在する。また、この一一一項目は移民にのみ適用されるものではない。
（２）この分類・整理はＩＬＯ屋同Ｃｇ］一口。｛Ｈ『の９日の具（のｏｎ国一ｍの２１Ｑ）葛Ｓａｍの幽・ロ』や。ｂ・単を参考とした。明確に
内外人平等待遇規定を置かない条約が大部分である毎Ｎ・パルチコスの指摘によれば、その規定内容や起草過程さら
に条約そのものの目的から外国人労働者に適用があることが帰結できるものがあり、また八七号条約におけるその対象
者の表現としての含乏。『六の「の：Ｑの日ロ一・臣；・葛冨・ロ【曰⑩畳。【一・．菖日⑩・のぐの「葛（二条）、同じく八号条約における㎡一一
℃の『⑩８ｍｍ目ご｝Ｃ里８８ｍ己ぐの冊の｝ごのような、国籍による差別を排したとみられる文一一一一口もある。さらに、より一般的に、
ＩＬＯ条約の外国人労働者への適用は、それが批准国における一般的効力をもつ法制度の確立を目的とするところから
導かれるとする。かくして彼によれば内外人平等は絶対的で、ＩＬＯ条約の大部分においては国籍による差別は、とく
にその旨が明示されている場合以外は許されないとする（花見・吾郷訳、前掲書三一六頁）。このことは銘記しておか
なければならないことであるが、連携化を直接目的とした条約・勧告はもちちろん、一般条約のなかでとくに外国人へ
の適用を明記するものは、やはり他よりも強い連携化の意図が存するものと認められる。
なお、五六号条約における属のぐの昌己の『の目冨の表現も八号条約と同様に解される。
（３）批准国数は、ＩＬＯ、倉Ｃ冨耳・帛用呉罫Ｂご目の。【旨（の『二目○日－０．．ぐの目○口⑫喜一］目目ｑ］葛ｍによる。
（４）加盟国（三の目蔚『の）とは、ＩＬＯの締約国で、本条約に拘束されるもののみをいうこととされている（同条約一条一
Ｉ
Ｌ
Ｏ
が
「
連
携
」
を
い
か
に
重
要
視
し
て
い
た
か
は
、
創
立
一
九
一
九
年
の
第
一
回
総
会
に
お
い
て
、
一
方
に
お
い
て
外
国
人
労
働
者
の
内
国
人
と
の
平
等
待
遇
を
保
障
し
よ
う
と
す
る
二
号
勧
告
を
採
択
し
、
他
方
に
お
い
て
失
業
対
策
に
関
す
る
二
号
条
約
中
に
あ
え
て
失
業
給
付
の
平
等
待
遇
条
項
を
挿
入
し
て
い
る
こ
と
か
ら
も
容
易
に
う
か
が
う
こ
と
が
で
き
る
。
当
時
、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
眼
か
ら
み
て
、
す
な
わち世界的観点からみてもっとも緊急に保護を要する労働者として映ったのは移民労働者であったごとくである。移
民
労
働
者
は
「
そ
の
日
そ
の
日
の
パ
ン
の
た
め
の
稼
ぎ
口
や
彼
ら
自
身
お
よ
び
子
供
の
た
め
、
さ
ら
に
彼
ら
の
老
後
の
た
め
最
小
限
の
経
済的保障確保の手段を求めて他国をさまよい」、「さらに世界的になお存在する経済的危機によって、なんらの有償労
働
の
保
障
も
な
く
、
ま
た
彼
ら
が
働
い
て
い
た
国
に
お
け
る
社
会
福
祉
制
度
の
恩
恵
に
浴
す
る
こ
と
も
な
く
母
国
に
帰
る
こ
と
を
強
要
さ
（ｌ） 
れる」ひとたちであった。ＩＬＯからみた移民労働者は、いわば世界的次一工における最不安定就労者層、したがって
不
安
定
生
活
者
層
で
あ
っ
た
。
そ
の
不
安
定
の
根
源
は
、
彼
ら
が
母
国
に
居
住
し
て
お
れ
ば
母
国
か
ら
の
何
ら
か
の
保
護
を
え
ら
れ
た
は
ず
の
と
こ
ろ
、
そ
の
母
国
の
労
働
市
場
の
状
況
か
ら
、
彼
ら
の
生
活
の
た
め
に
は
他
国
に
職
を
求
め
る
こ
と
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
彼
ら
は
、
彼
ら
を
保
護
す
る
国
家
を
失
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
換
言
す
れ
ば
、
移
民
労
働
者
は
一
の
無
国
籍
者
と
な
り
、
国
民
国
家
体
制
か
ら
の
脱
落
者
と
し
て
の
不
安
定
で
悲
惨
な
地
位
に
お
と
し
い
れ
ら
れ
た
わ
け
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
移
民
労
働
者
保
護
は
、
な
に
よ
り
も
彼
ら
が
失
っ
た
保
護
者
た
る
国
家
に
か
わ
る
保
護
責
任
主
体
を
創
設
し
、
こ
こ
か
項
、－グ
。
二
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
社
会
保
障
の
「
連
携
」
の
歴
史
的
、
社
会
的
、
法
理
的
意
義
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
＝ 
￣ 
－－ 
ら
の
保
護
を
求
め
る
こ
と
と
な
る
。
こ
こ
に
ま
つ
さ
き
に
歴
史
的
に
あ
ら
わ
れ
る
の
が
内
外
人
平
等
待
遇
の
原
則
（
ロ
『
ヨ
、
区
①
。
｛
２目一ごＣ開〔『の禺曰の貝）である。それは、各国にその国籍のいかんを問わず、その領域内に居住する者に対し、自国
民
に
対
す
る
と
同
一
の
待
遇
（
保
護
一
を
し
な
け
れ
ば
癒
ら
な
い
と
い
う
一
の
霊
ｌ
ま
さ
に
一
の
国
際
的
規
範
ｌ
を
設
定
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
原
則
が
設
定
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
移
民
労
働
者
が
保
護
さ
れ
る
と
い
え
る
た
め
に
は
、
入
移
民
国
に
お
い
て
一
定
水
準
以
上
の
自
国
民
自
体
に
対
す
る
保
護
体
制
が
と
ら
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
し
た
が
っ
て
さ
き
に
述
べ
た
社
会
保
障
の
国
際
化
の
も
う
一つの側面である整合化とあいまたなければならないところである。そしてＩＬＯによる社会保障自体の各種基準設
定
は
そ
れ
に
多
大
の
貢
献
を
な
し
て
き
た
こ
と
は
あ
き
ら
か
で
あ
る
。
し
か
し
平
等
待
遇
の
原
則
の
本
質
は
、
こ
れ
に
よ
っ
て
現
実
に
移
民
労
働
者
が
保
護
さ
れ
る
か
否
か
で
は
な
く
、
お
よ
そ
Ｉ
Ｌ
Ｏ
加
盟
圏
に
お
い
て
は
１
－
批
准
圏
は
も
ち
ろ
ん
ｌ
社
会
保
障
そ
の
他
社
会
的
保
護
措
置
に
お
い
て
、
そ
の
領
域
内
に
居
住
す
る
者
に
つ
い
て
、
内
外
人
を
差
別
し
て
は
な
ら
な
い
と
い
う
国
際
的
規
範
を
設
定
し
て
い
る
と
い
う
、
そ
の
こ
と
自
体
に
も
と
め
ら
れ
る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
。
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
勧
告
適
用
専
門
家
委
員
会
の
表
現
に
よ
れ
ば
、
こ
の
原
則
は
、
あ
る
者
は
国
民
で
あ
り
、
あ
る
者
は
そ
う
で
は
な
い
と
い
う
そ
れ
だ
け
の
、
、
（２） 
差異しかもたない人間（百日冒すの】ロ、⑩）間の待遇の平等化をねらいとするものである。換言すれば、国民国家体制
は否定しないとしても、社会的保護に関しては、その国家の領域内に居住する者をすべて平等に扱うという原則であ
り
、
こ
の
こ
と
は
、
社
会
的
保
護
に
関
す
る
か
ぎ
り
「
国
家
」
に
お
け
る
「
国
民
」
、
あ
る
い
は
「
国
籍
」
の
概
念
の
排
除
を
意
味
す
る
ものである。人の具体的生活においては、「生活そのものの本質的な営みという点からみた場合には、「国民」という
要
件
は
特
に
重
要
な
位
置
を
占
め
る
も
の
と
は
考
え
ら
れ
な
い
。
す
な
わ
ち
人
間
の
生
活
そ
の
も
の
は
国
民
の
み
に
よ
り
営
ま
れ
る
も
の
ではなく、広く全世界の人間の本質的営みとしてなされるものであり、この点から外国人の生活権を原則として否認
国
際
規
範
か
ら
み
た
わ
が
国
社
会
保
障
法
の
国
際
化
の
現
状
と
課
題
三
一
一
するに近い態度や消極的態度は人間性の本質から離れるものといえる。」、「国際人権規約等は、どの様な人間であろ
う
と
、
ど
こ
に
い
よ
う
と
、
ど
こ
に
所
属
し
よ
う
と
正
し
く
こ
の
生
活
す
る
者
と
し
て
の
権
利
を
確
認
し
、
そ
れ
を
保
障
す
る
よ
う
に
諸
（３） 
（４） 
国家における実定法のあるべき指針を打ち出しているといえる」との指摘は、この場〈□まことに適切である。
Ｐ・ラロックの指摘によれば、従来からの国籍による差別の根拠として、Ⅲ法的観点から、社会保障は公的サーヴ
ィスであり、社会保障への権利は国民的公的サーヴィスを利用しうる権利であるため、この権利は外国人にはその全
部
ま
た
は
一
部
が
制
限
さ
れ
る
。
ま
た
外
国
人
は
そ
の
居
住
国
の
公
的
生
活
に
か
ぎ
ら
れ
た
範
囲
で
し
か
参
加
し
て
い
な
い
た
め
公
的
サ
ーヴィスへの権利も縮小されること、②経済的観点から、社会保障給付費はその国の経済から生ずるが、国民は全体
として税や拠出によって支払うに反し、外国人は同様の負担をするとしても彼らの生涯の一部を過すにすぎないこと。
③人口政策的観点から、出生率増加のための給付をその国民共同体外にとどまるような子供について支給する合理性
がないこと、側外交的観点から、外国に居住する自国民保護のために、社会保障給付は外国との取引の対象とされ、
（５） 
現在にいたるまで法的にも事実上も相互主義がベースレ｝されている、ことがあげられる。
このうち従来の社会保障法が各国で自国籍者のみを対象としてきたことの根拠としては何といってもⅢが大きいも
の
と
恩
わ
れ
る
．
團
民
を
単
位
と
し
て
成
立
し
て
い
る
現
在
の
国
民
国
家
体
制
ｌ
そ
こ
に
は
当
然
に
團
家
ご
と
の
国
民
共
同
体
、
、
言
・
昌
一
○
・
目
三
一
が
形
成
さ
れ
て
い
る
ｌ
の
も
と
で
は
、
少
な
く
と
も
近
代
民
主
国
家
の
譽
国
の
立
法
は
鬮
民
の
利
益
を
図
る
た
め
に
な
さ
れ
る
の
が
常
態
で
あ
っ
て
、
他
国
籍
者
は
眼
中
に
な
い
の
が
建
前
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
わ
が
国
の
よ
う
に
社
会
保
、
、
、
、
障法が憲法上の生存権（一一五条）を根拠として制定されているという事情のもとでは、それは国家と国民との権利・
義
務
関
係
の
具
体
化
と
し
て
と
ら
え
ら
れ
、
の
ち
に
も
述
べ
る
よ
う
に
、
外
国
人
を
対
象
化
す
る
こ
と
の
大
き
な
法
理
論
上
の
障
壁
と
も
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
＝ 
￣ 
一
一
一
このような原則や権利概念の生成。確立は、国家の存在目的にも大きな変容を与えることになる。この段階におけ
る国家は、さきにもふれた自国民たる国民の幸福のみを図る伝統的国民国家の枠を脱し、国民であると否とを問わず、
自らの領域に入ったあらゆる個人を固有の国民と同様に保護すべき責務を負うことになる。世界的次元で展開される
人の平等待遇権確保の法理からみた場合、各国家はその実現のため単なる地域的責任分担主体たる地位に転化するも
のと解される。平等待遇（権）は世界のすべての国家がこのような性格転化を自覚的に遂げることによって完全な形
平等待遇原則はこのような社会保障法における国民国家体制やそれを前提とする既存の法理を打破・克服すること
によってはじめて実現しうるものである。国家は国民のみの幸福を願うという思考枠組み、それを前提とする制度枠
、
、
、
、
、
、
、
、
組みは突破され、およそこの世界において無保護の状態に放置される者があってはならないという一段高度の次元に
おける規範的理念、さらにいえば世界的次元における社会正義の観念に置換されなければならないのである。この世
界的な理念や観念はすでにフィラディルフィァ宣言や前述の世界人権宣言、さらにこれを受けた国際人権規約にもあ
らわれているものであり、世界社会の基本原理である。ここで念頭におかれるべきであるものにはもはや移民労働者
のみではなく、無国籍者（の国［の｜の⑫⑪己円⑪。。）、難民（幻の旨、の①）、亡命者など一切の母国を失った者も含まれる。こ
のような母国を離れ、あるいは母国を失った者は、平等待遇の原則の確立により、その居住する国において、少なく
ともその居住国の国民と同一の社会的保護を受けることができるようにするものであり、この原則の確立とともに、
平等待遇を受ける権利（日冨国召［８向Ｃ目一ごＣ【目『の日日の貝。【二目・目一ｍｍａｐｏゴーロ呉一○目一⑰）の観念が形成・定着
する。
な
る
の
で
あ
る
。 国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
四
で実現される。そしてこの実現には二つの前提要件がある。一は、その国家を構成する国民共同体内部のこの国家の
変化に対する意識的支持、すなわち難民の受入れにみられるような他国籍者あるいは無国籍者もその共同体にとり込
み、保護を加えようとする姿勢、気運が確立ないし醸成されていることである。国家構成員間においてこのような全
世界的連帯が可能となる素地があってはじめて右の国家の転化は十全なものとなる。
他は各国のこのような転化を導き、推進する国際的機構の存在である。これがないときは結局国益優先の国家間で
その国民たる出移民の保護という国益に合致するかぎりで相互に相手国国民を自国で均等に扱いあう旨の協定を締結
する形をとることになる。当初は二国間条約から多国間のそれへと移り、やがて世界における特定の地域を構成する
（６） 
国家間条約ないし構成国家がそれに拘束される地域的協定へと発展する。しかし、地域的協定をとる場〈ロでもそれに
は当然に地理的限界があり、また国益的立場を完全に払拭することはできない。社会正義の立場からの人類共通の普
遍的理念としての移住者保護についての世界的規範設定を担いうるものとしては、現在のところ国際機関としての国
連本部とＩＬＯが最有力であることは前述した。前者が直接的にこの分野に乗り出したもっとも端的な例はさきに述
べた世界人権宣言、国際人権規約採択のほか、難民および無国籍者の保護に関する「難民の地位に関する条約」
（Ｏ目『の目・日の一四〔旨、［・岳の、国目：（宛の〔后の①の》巳巴）、「無国籍者の地位に関する条約」（Ｏ・冒の目・ロ『の一四斤ごｍ【Ｃ
岳のの白目⑪。【⑪白〔の］の閉祠の【の。ｐ、》己殿）がある。しかし国際的移住労働者保護としての連携についてはなんといって
もｌＬｏｌ鬮連の一機関ではあるがｌの役割が大きい．ＩＬＯは前述のように、その憲章中にすでにそのこと自
体が目的として規定されており、第二次大戦前、すなわち国際連盟時代から活動を展開してきたし、また今後もこの
分野での中心的存在を保つべき使命をもつ。フィラディルフィア宣言第二項は、社会正義の立場から「すべての人
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
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間
」
が
人
種
、
信
条
、
性
に
か
か
わ
り
な
く
自
由
お
よ
び
尊
厳
、
並
び
に
経
済
的
保
障
、
均
等
の
条
件
で
の
物
質
的
福
祉
、
精
神
的
発
展
を追求する権利をもつことを確認したうえ、第三項で定住を目的とする移民を含む労働者の移動のための便宜の供与
を
そ
の
義
務
と
し
て
い
る
。
そ
し
て
、
前
節
に
列
記
さ
れ
た
よ
う
な
多
く
の
条
約
・
勧
告
を
採
択
し
て
き
た
。
そ
こ
で
つ
ぎ
に
そ
の
軌
跡
を
分
析
し
、
そ
の
展
開
過
程
や
系
譜
を
あ
き
ら
か
に
し
た
い
。
（６）二国間条約の最古のものとして知られるのは一九○四年、労災補償、年金に関するフランス・イタリヤ条約がある。二
国間・多国間条約とその発展の経過については、円ｐ冨口⑪［の□の⑪ご切片『巨日の貝、目の『口昌○．四頁』の⑪呵目『｛威ｍＣＱｍ－の
（５）勺一の『『のＰ②『（）。■の。自己（の『。■ご○。■一勺『○す一のヨ⑪○（のｏＱｍ－ｍｍＣロ『一斤量田・自ロ（①『ゴロ三○コ四一Ｆ四ケ○口『罰のご－の三〉ぐ。｝．①＠・ロ。．』（Ｐ②、函）一℃己．
（４）国際法的観点からは、「国民あるいは個人に関することを各国家の主権、法、政治の問題として、これを「国内事項」
と
し
て
と
ら
え
て
き
た
国
際
法
は
、
こ
こ
に
い
た
っ
て
基
本
的
に
転
換
し
つ
つ
あ
る
。
従
来
の
国
際
法
に
も
、
一
定
の
範
囲
で
外
国
人
を
条
約
上
ま
た
は
一
般
国
際
法
上
保
護
す
る
場
合
が
み
ら
れ
た
が
、
そ
れ
を
乗
越
え
て
い
る
。
国
際
法
が
並
存
す
る
国
家
間
の
国
際
社
会
の
法
で
あ
る
こ
と
に
い
ま
も
違
い
は
な
い
が
、
そ
れ
が
や
は
り
人
間
社
会
の
法
で
あ
る
こ
と
の
自
覚
に
根
ざ
し
て
、
人
類
社
会
の
法
と
し
て
の
意
味
が
現
代
の
国
際
法
に
加
わ
っ
て
き
て
い
る
」
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
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←《向Ｃｐｍ－－ｇ。｛Ｂ『の四日］の貝（⑩Ｃ、旨］の①、ロユミ）弓’９ａいの⑪⑪一○口］①。・己・急
「外鬮人の法的地位ｌ‐生活樋についての一考察ｌ」社会労働研究（法政大学社会学部学会一二七巻二号
一一一一ハ
条約・勧告に連携があらわれたのは、さきにもふれたごとく、第一回総会における第二号条約、同勧告であった。
前者は失業対策、社会保障に関しては失業保険制度Ⅱ失業保障部門における外国人の平等待遇原則を規定したもので
あり、後者は特別部門に限定することなく、広く「労働者の法令上の利益」についてのものであった。社会保障に関
し、より一般的、普遍的な原則を勧告の形で示し、そのうちの失業保障に関してはとくに取り出して、条約の形をと
った姿となっている。当時のＩＬＯの眼には移民労働者の保護のなかでもとくに他国にあっての失業からの保護が最
重点課題の一であったとみることができる。そしてこれが内外人平等待遇の原則の導入という形でなされたことも銘
記しておかなければならない。ＩＬＯにおいては、移民労働者の保護はまず平等待遇の確保が眼目であったわけであ
る。とくに勧告ではあるが、二号勧告が、一般的な形で、一国における他国人を自国民と同様に保護すべきことを国
際的規範として提示したことの歴史的意義は大きなものがあった。
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
三
七
■・◎官ｍｍｑｇＢの］震①（の①ロのぐ回．ご『←）・唇○一旨【の『ロ呉一○口回一Ｆ■。●貝ＤＣロ符『の己８》ｓ匿いの⑫叩一○コ》〕霊］・丙Ｓｃ耳ぐ屋（』）》
：□の己寓一Ｆｐ員の。、一四一ｍの２『昼（日三碕日員ヨ・『穴①円の葛］やゴ・己・函廟・参照。地域的な協定としては、ヨの⑫一の『己同ロ『●での目
ご貝○二（ごベロロ》』』お）・〔〉の日『四一ｎｏ目目昌ののど。｛。『］卍三口のｚ四ぐ』、ｇ】○口（ら、Ｃ）・ＣｏＥｐｎ一一。【同こ『○つの‐向巨『○℃の■ご冒庁の『ヨ］
“ぬ円のの日のロ蕨○コの。、一四一⑫の、巨ユミ（巳団）・ｚＣ『ｓｏの曰斤のの（］や副）》向。Ｏ》Ｐ四［ご」少目の『－８コの日［ｍの（］や呂）》シ洋一８口の国〔①⑰
（］①己）》○○目曰一○｛同こ『。□の．同色『○℃の：ＤＣ。ぐの昌一Ｃｐｏｐｍｏｎ一四一ｍの○貝一旦（已巴）などがある。
三
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
「
連
携
」
原
理
の
発
展
過
程
お
よ
び
そ
の
体
系
この相互主義は、居住要件とともに、当事国間の法的義務のバランス確保と国際協定批准促進への配慮から平等侍
（１） 
遇原則に付された条件とされるが、結局は他国に居住する自国民保護のために、それと交換に自国もその他国の国民
を自国民なみに保謹する一の双務契約的行為にほかならない。その根底には国民や国籍の観念が依然として存在して
（２） 
いるのであって、関係当事国の国益意識を前提としたものである。ねらいはあくまでも自国民保護であって、したが
って、この条件が付された平等待遇の原則は、さきにみた本来無条件に設定されてこそその意義のある平等待遇の原
則とは本質を異にするとさえいえるものである。無条件での本来的な平等待遇の原則が世界的規模での社会正義にも
とづくあまりに崇高な理念であり、それだけに各国の国益意識を根底においた現国民国家体制のもとでは受け入れが
たいとの判断から、批准あるいは受容を容易にするために妥協した姿とみられる。
したがって、相互主義条件付平等待遇は逆に、関係当事国間の厳密な立法の均衝性が要求されるのであるが、ＩＬ
（３） 
Ｏ条約、勧上ロではそこまでの厳密性に徹しているわけではないのは当然である。ＩＬＯ条約・勧告を含め、およそ平
（４） 
等待遇に関する国際協定に登場する相互主義には、ＩＬＯ当局の分析によれば、つぎの一二型態がある。
イ〔第一型〕各部門ごとの相互主義（ず『目：ご耳目：『の。】ロ『・のご）
ロ〔第二型〕一定部門について批准すれば、その部門については、他国がいずれの部門を批准しようと、その他
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三八
しかし、両者ともに相互主義に立脚したことも特徴的である。二号条約においては、失業保険制度の枠のなかで協
定された条件で協定国相互間でそれぞれの国内に居住する相手国の国民を自国民と同様に扱う趣旨のものであり、二
号勧告は特定部門に限定せず、より一般的に、しかし協定国間で協定された相互条件によって平等待遇の確保を図る
ものである。
ハ〔第三型〕々
大限の努力をする。
この一一一者のうち、当事国間の立法の均衡性をもっとも厳密に要求するのが第一型であり、もっとも限定的であって、
本来の平等待遇原則とはもっとも対極に位置するものである。これに対し、社会保障の制度全体であろうと個別部門
｛５〉
ごとであろうと、当事国の立法水準の差を問わず、その国に存する社会保障の全部門の適用を可能とする第三型がも
っとも本来の平等待遇原則に近いといえる。第二型はその中間であろう。第一型の適例は、後述のとおり一九号条約、
一○二号条約（被用者を対象とする社会保障部門）であり二号条約もこれに属するとみられる。第二型の代表例は一
一八号条約である。二号勧告はその要件をすべて当事国の協定に委ねられた形の相互主義で右のいずれの型とも判定
国民に効力が生ずる包括的相互主義（ｍ－ｏｇ－『の９℃『。、ご）
ハ〔第三型〕各国が全部門を批准することによって成立する相互主義。この場合、各国はその条約に加入する最
このようにして、第一回総会での二つの条約・勧告、とくに一一号勧告が一般的な形で相互主義による内外人平等待
遇原則を設定していることから、ＩＬＯはこの面においては相互主義の形を基本として出発したとの感が強い。しか
し、その第一回総会で採択されたもう一つの重要な条約がすでに無条件の平等待遇原則を採用していることを見過し
てはならない。第三号条約がそれである。本条約は一一号条約のようにとくに平等待遇のための一条を設けるという形
をとらず、適用対象者たる「婦人」の定義規定において「国籍に拘らず」（｝『『の⑩ロの日ぐの。（ロ：。ｇ一言）と規定する
形をとった。内容は産前・産後の六週間の休暇権とその期間内の所得・医療保障給付であり、したがって本条約は、
無条件平等待遇のみならず、所定事項に関するかぎりで、すでに連携の枠を脱し、「整合」の領域に踏み出している
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
三
九
できない。
社会保障固有の領域においてはじめて無条件の平等待遇原則があらわれたのは、第一七回総会で採択された一一一五号
～四○号条約においてであった。すなわち、一一一五号条約を例にとれば、「外国人たる被用者」（（・『の酉のヨロー・更の：の『‐
⑫目）は内国人と同様に、保険加入義務、拠出金支払義務を負い、反面その拠出金から発生する権利を有する（一一一
条一、一一項）。もっとも、財源の一部が公の基金によって賄われる制度については本条約を批准し、したがって同様
の公費によって一部財源が賄われる制度をもつ国の国民のみがその権利をもつこととされる（同条一一一項）・また「外
国人」（句。『の曹臼）一般は、本条約を批准した国の国民であるもののみが年金権について平等待遇される。このよ
うに本条約に無条件の平等待遇原則があらわれたといってもかなり限定的ではある。さらに、外国人たる被用者につ
いての居住要件は無拠出的給付には付すことができ、それ以外の給付については、批准国の国民で批准国の領土に居
住する受給者に対し、その給付が取得された国の国民に適用される限度まで付することができる（二一条五項）・一
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
四
○
とみられるものである。産前産後休暇確保は、母性保護の基本として、人類並曰遍の理念であることから、失業よりも
一段強い形で外国人労働者を保護したものと解される。
その後の第七回総会における労災補償に関する一九号条約、二五号勧告は、労災補償のみについての内外人平等待
遇原則を確立したもので、労働者が他国において労働災害を蒙った場合の悲惨さについてのＩＬＯの強い認識を反映
するものである。明示的に居住要件を排除したこと（一条一一項）にも注目されなければならない。しかし一批准国が
他の批准国の国民で自国内で被災した労働者に対する補償措置を確保する形をとったもの、すなわち批准国相互間に
適用がある条約であって、やはり相互主義のうえに立つものである。しかもこれは、労災補償のみの部門別相互主義
（第一型）である。
般外国人の年金受給権については、内国人について付されている居住要件たる期間よりも五年をこえない限度で加算
した居住要件を付することができる（一二条二項）。
この居住要件は、受給権取得に一定のその国における居住期間を条件とするもので、さきにもふれたごとく、平等
待遇原則に付されたもう一つの制限である。この趣旨は一時的来訪者の排除、あるいは移民労働者による社会保障上
の利益の濫用防止、さらに一国における活動への参加とその法制上の利益との間にあるていどの対応性を維持しよう
とする配慮あるいは一国の経済活動に一定の寄与をした者にのみ給付を限定しようとする考えのあらわれと理解さ
（６） 
れる。しかし、さきにみたような平等待遇原則の弩示高な理念からすれば、相互主義同様、本来は否定されるべき条件
である。制度濫用防止の配慮はもっとものようにみえるが、そのために角を矯めて牛を殺すことになってはならない
はずのものである。条約・勧告によって居住要件を付することが認められる場合にも後述のように種々の形態があり、
一一一五～四○号条約におけるものは、①無拠出制には無条件に認められること、②それ以外については居住要件につい
ても相互主義が認められ、③被用者以外の一般外国人には内国人についての居住要件よりも過重な要件を付すること
ができるとされている点に特色がある。
四四号条約は三五～四○号条約の延長上にあり、拠出制については無条件の平等待遇の原則を規定するが、無拠出
制に関しては、第一型の相互主義を認めている。拠出制についての無条件平等待遇は、同じ失業給付についての二号
条約と対比すれば大きな進歩が認められる。
四八号条約は、四種のしかも社会保険給付の受給権についてであるが、平等取扱原則のほか、その保全のための国
際的措置を規定したもので、連携としては最初の本格的条約であった。
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そして、取得途中の権利の保全Ｔ期間の通算）については、批准国の制度間での期間の通算は無条件に平等待遇
がなされる（九七頁い）。しかし一批准国で取得した既得権による受給権については、居住要件が付され（同頁⑪）、
、
、
、
、
、
、
、
、
さらに強制社会保険の加入義務、保険給付については、公費負担がなされている場合を除き。他の批准国の国民にっ
（７） 
いての平等待遇原則が規定されている。これは第一一型に準じた相互主義がとられていると認められる。
つぎに、船員に関する二つの条約、すなわち船員の疾病、負傷、死亡の場合の船舶所有者の責任についての五五号
条約、社会保障に関する七○号条約は、ともに無条件の平等待遇原則を規定し、大きな発展を示す・船員という海外
移動性の大きい労働者についての特別の配慮のあらわれであろう。しかし、引退した船員に対する年金制度確立に関
する七一号条約になると、外国人には例外的取扱いが認められ、後退している。
全
措
置
は
、
関
係
国
一八号条約対照）。
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平等待遇原則の確立と権利の保全措置とは、概念としては一応別個のものである。後者は、前者が単に一国内にお
ける内外人平等待遇原則確立のみを図るものであるのに対して、各国間での制度の連携化、換言すれば多国間を移動
する労働者の権利の保全、確保であり、真に連携の名に値するものである。しかし前者が法的概念として確立される
にとどまるときは、その法制が適用され、あるいはそれによって権利が生じた国に居住していなければその恩恵を受
けえない結果となり、平等待遇の社会的要求はみたされないという不当な結果となる。後者が併立されることによっ
て移動労働者に権利の確保が実現されるものであり、この意味において、これによる権利保全措置は、広い意味での
平等待遇の原則Ⅱ拡張された平等待遇の原則の確立としてとらえられるものである。しかも、ここでとられた権利保
全措置は、関係国間の条約その他の協定を前提としない、直律的方式という強い形がとられたわけである。（後述一
移民労働者に関する九七号条約は、移民の賃金その他の労働条件などに関し明示的に相互主義原則をとる六六号条
約の改正条約で明確に社会保障を対象としてとりこんだうえ、無条件の平等待遇原則を確立した。六六号と比した
場合の進展のあとはいちじるしいが、ただし、公費負担の入った給付または無拠出給付については特別の措置が認め
られた。
社会保障主要九部門を網羅して最低基準を設定した一○二号では、大原則として無条件の平等待遇原則を掲げた。
しかし無拠出制については除外し、また被用者を対象とする社会保障制度については、第一型の相互主義が採用され
ている。また受給権がその領域内に限定されうる。したがって、全体として一○一一号条約をみた場合、平等待遇原則
に関しては必ずしも満足すべきものではない。
これに対照的であるのは同じ三五回総会で採択された母性保護に関する一○三号条約である。ここでは無条件の平
等待遇原則がとられている。これはすでに第一回総会で採択された一一一号条約の改正条約であり、その一一一号条約ですで
に無条件の平等待遇原則が確立されていたのであるから、当然のことであるが、一○二号条約と対比するとき、ＩＬ
Ｏの母性保護に対する強い関心が改めて感じられる。
二○号条約では、総則部分においては、条約の適用自体については無条件の平等待遇原則を立てており、また個
別部門でも母性保護部門では同様である。しかし労災補償部門では第一型の相互主義による平等待遇が採られるとい
う形をとっている。同じ労災補償についての一九号条約の平等待遇に一致せしめたものであろうか。
さてつぎに登場したのは現在においても連携のもっとも基本的、中心的な位置をしめる二八号条約である。すな
わち四八条号約と同様、平等待遇の原則を明確に確立したほか、海外居住者に対する給付支払の確保、期間の通算等
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権利保全に関する措置をも講じたものである。
四八号条約の採択は一九三五年であったが、この条約は国際社会保障法発展の指標となり、多くの二国間、多国間
条約や協定を生んだ。しかし批准国数は少なく（現在でも六ケ国）、ＩＬＯ条約自体としては不成功であった・その
理由は、まず過大の内容をもつものであったことである。すなわち、同条約は、権利保全に関し、その効力発生に関
係国間の協定を前提としない、強い形式としての直接適用方式（＆『のｇ一再山弓一】８ヶ一のの『の［の日）をとった。当時この種
の国際協定の数は少なく、それをまっていることができなかったことにもよる。しかし、現実問題として、それは多
くの国で、とくに取得途中の権利の扱いについては技術的に実現困難であった。つぎに、同条約は一一一五号条約から四
○号条約までの条約の補完としての背景をもち、対象とされる給付は限定的で、かつ給付制度も社会保険方式のみを
念頭においたものであったこと。採択以後、とくに第二次大戦以後は社会保険から社会保障へと保障方式のみならず
保障の理念や原理までも変換せしめる大きな発展があり、それと平行して、保険方式以外の無拠出方式などの新しい
保障方式の出現Ⅱ保障方式の多様化、さらに給付の種類の拡大などの現象が生じ、もはや第二次大戦後の世界の社会
（８） 
保障の状況には対応できないものとなっていた。一一八号が出現したのはこのような背景においてであった・適用対
象が、選択制ではあるが、社保保障九部門に拡張されたことをはじぬ四八号条約に対比して以下にみられるような
変化をとげたのはこのような理由からである。
まず、固有の平等待遇原則についとは、難民（宛の｛后の①）と無国籍者（の国斤の一のの⑫ロの『８口）に対しては相互主義条
件なしに本条約が適用されることを宣言する。この点は大きな前進である。両者の生活の不安定さにとくに着目した
ものであろう。しかしそれ以外の外国人についての固有の平等待遇原則は、居住要件は排除されているものの、第二
型の相互主義しかも報復措置（幻の国一目一○口）つきに後退していることが注目される。
つぎに権利保全、支払確保措置であるが、後者については、自国民の海外移住の場合を視野に入れたことは大きな
前進であった。しかしその適用方式は表面では関係国の直接支払義務を規定したようにみえながら、同条約八条によ
る一一一つの関係国間合意方式（四八号条約批准、特定加盟国間の合意による同条約の採用、関係国間協定）を認めてい
るし（五条一項）、家族給付支払確保も、その条件について関係国間での合意が前提とされている。前者は、四八号
条約にみられた直接適用方式にかわり、後者と同様に八条方式による関係国の合意にもとづく権利保全計画への加入
方式がとられている（七条）。これらを全体としてみた場合、本条約は四八号条約における直接的方式から各国の合
意を前提とする間接的方式に移行したと認められるものである。みかけ上は大きな後退であるが、前述の四八号条約
（９） 
の不成功を反省し、より柔軟な現実的路線に変更したものであろう。
そして、その保全計画は、一加盟国が受諾した部門に関し、同条約の適用を受ける他の加盟国の国民の権利保全の
ためのものであるから、平等待遇の観点からみた場合、やはり第二型の相互主義に立つものである。さらに給付支払
確保、家族手当支給保証にいたっては当該部門の義務を受諾した他国民を対象とするものであって、第一型の相互主
確保、家族手当支給保寺
義にまで後退している。
しかもその平等待遇にしても、対象とされる相手方加盟国が他国民に平等待遇をなしていない場合にはその加盟国
の国民は排除されうること、また居住要件についても同様に、特定部門について居住要件を付している加盟国の国民
には付してもよいこととされる報復措置が認められている（九九頁、回、い）。そしてさらにこの居住要件の排除の
原則は医療・疾病給付、業務上災害給付、家族給付を除く無拠出制給付については一定期間を限度として緩和されて
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最後に、この条約は公的扶助には適用されない二○一頁、回）。
こうして、二八号条約はいままでの平等待遇原則を大きく拡張した面はあるが、全体としては現実路線をとった
ものとみられ、現に批准国数も一一一六ヶ国に達している。その後の労災給付の高度基準たる一一一一号条約、同じく医
療・疾病給付の一一一一○号条約は、相互主義でない平等待遇原則を採用している。ただし、自国の領域内（一一二号条
約）あるいは自国に通常居住することを要件としている点においては限定的な形となっている・
一般的な形で固有の平等待遇原則をうち出した二八号はなんといっても連携の中心に位置づけられる条約である。
権利保全についても、方式は後退したものの第二次戦後の事情に適応するために四八号条約と異った新しい形を採っ
たものである。しかしこの権利保全に関しては、前述一一一つの合意による国際的推進という基本枠組を確立したにとど
まり、その技術的ガイドラインに欠けるものがあった（これを示す勧告はなかった）。また一国に居住する外国人に
（川）
適用される法〈祠が抵触するような場合の解決策も設けていなかった。さらに適用対象部門は選択方式をとり、狭い欠
点ももっていた。このような諸点から、四八号条約改正の形をとった一五七条条約が出現をみたわけである。
本条約では、まず適用部門は社会保障九部門で加盟国が効力ある法令をもつものに拡張される。また適用法令が抵
触、重複する場合の解決方法も講ぜられた云条）。
しかし、この適用法令の決定方式、権利保全に関しては、原則として二八号条約方式（間接適用方式）を踏襲し、
これを補完する形で一般的原理、規則、方法を確定するにとどまった（四条一項）。ただし、取得途中の権利につい
ての期間の通算（七条四項）、一定給付についての既得の権利保全措置などについては関係国の合意をまたない直接
いる（同頁Ⅲロ）。
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適用方式をとったことは二八号からの進展とみられるものである。
この権利保全を平等待遇の観点からみると、原則的な間接適用方式では、取得途中の権利にしても既得の権利にし
てもすべて関係国間の相互協定で履行され（四条一項）、かつその文書において適用する社会保障部門Ｉｌ少なくと
も障害給付、老齢給付、遺族給付、死亡一時金を含む業務災害年金、医療、傷病給付、母性給付、年金、死亡一時金
以外の業務災害給付を含むものとされてはいるがｌは特定されるわけであるから周桑三項側）、第一型の相互主
義がとられているとみられる。しかし、例外的に直接適用方式がとられる場合は事情は異り、たとえば障害給付、老
齢給付、遺族給付、業務災害に関する年金及び一時金についての当該国の法令上取得されているものの権利の保全は
第二型の相互主義がとられている（九条一項）。
－－￣、尹宍～￣、
７６５４ 
－戸￣〆、－〆～〆
〆～_、〆￣、
３２１ 
－〆￣￣プ
ＨＰＣ量⑫ＣＤ一四一ｍの２『ご｛Ｃ『三一胸ご目［二「・鼻の『⑪葛（○つ・ロ（・・）己・色・
旨ｇこれは本質的には二国間ないし多国間条約である。
忌己・ＩＬＯ条約のなかで各国の立法の均衡性をあるていど考慮したものとしては、一○二号条約がある。各部門につい
て最低基準が設定されており、その限りで批准国のその部門の立法内容の均衡が保たれているからである。
旨○・『ｇ・色‐畠・川は二国間または多国間条約にみられるものとされる。
］す－９己。一一’ご祠・門出『。。□ＰＣ己．、岸・》ロ・国》・
第二型に準ずるとしたのは、批准国は、商工業労働者の大部分（日＆。『ご）をカバーする年金保険か、商工業労働者の
相当部分（⑪こすの国二目一己『○つＣ日目）をカバーする障害、老齢・寡婦・孤児保険のいずれかを制度化すればよく（一七
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七
■す】□。
〔小括〕
一ＩＬＯ条約・勧告にあらわれた連携の軌跡は以上のごとく、これをめぐる諸要素が複雑微妙にからみ、とうて
い単純にとらえうるものではない。
連携の主軸をなすものは、なんといっても最初に内外人平等待遇原則をうち出した第二号勧告にはじまるＡ群の条
約・勧告群である。そのなかでも主要な地位を占めるのは四八号条約、二八号条約および四八号条約の改正条約た
る一五七号条約である。四八号条約では社会保険についての固有の平等待遇の原則も掲げはしたが、それよりも直接
適用方式による権利保全措置をとったことの方が大きな位置をしめたものとみられるものである。この直接適用方式
の失敗を背景として第二次大戦後に採択をみた二八号条約は、まず固有の平等待遇原則をより明確にうち出した点
は四八号よりは前進したものであった。とくに難民、無国籍者については居住要件も含めて無条件の平等待遇原則を
確立した。また海外に居住する自国民をも視野のなかにとりこんだ。しかしその他については相互主義が維持されて
いるし、報復措置も認められている。居住要件の排除も無拠出制や経過的制度には緩和される。そのうえ、条約全体
（０」｛す】□凸ｐ．ｍ．
（皿）一豆□一つ臼。
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条）、批准国間で制度が完全に一致している必要はないからである。
（８）円ｐ《一言巴員の口自、の。｛富】ぬ『凹員三「Ｃ『【①『、．国函冨切ヨのＣＱ画一、の２１□（幻のぐ国。。。｛●。。ご①目○二三○・宝）ご三岳のの⑫⑰一○コ・
用の已○耳ぐ冒口）己・】團已己．、‐Ｐ
が公的扶助には適用されない。さらに権利保全、支払確保制については間接適用方式をとっていることは、この条約
全体を理想の追及よりは現実路線をとったとの印象を強めるものであった。
この二八号条約の現実路線のうえに一五七号条約は若干の前進を示す。適用部門の拡張や法令抵触の場合の解決
方法を講じたし、なによりも、権利保全については、間接適用方式を原則としつつも、取得途中の権利の保全（期間
の通算）、一定給付についての権利保全措置などについては、直接適用方式をとったことはひとつの着実な前進とみ
ることができるものである。しかし、全体としては二八号条約に比しめざましい進展を示したとはいい難い。
連携化の主軸をなす第二号勧告↓四八号条約↓二八号条約↓一五七号条約の基本路線は以上のごとくであり、前
進・後退の曲折を経るが、総じて七○年の間にめざましい進展を示しているとはみられない。四八号条約の失敗例に
かんがみ、つとめて、より漸進的で着実なあゆみをとろうとしているかのようである。
Ｂ群の条約のなかでも、社保保障九部門にわたっての適用可能性をもつ一○二号条約での平等待遇原則も右の中軸
条約・勧告に準じた地位をしめるとみられるが、これもその原則のあらわれ方として必ずしも満足のゆくものではな
連携化の最初の条約である二号条約こそ第二型の相互主義による平等待遇原則であったが、同じく第一回総会採択
の三号条約（産前・産後の婦人使用）は無条件の平等待遇であったばかりでなく、整合化の側面ももつものであった。
労災補償に関するＡ群の一九号条約は、第一型の相互主義にもどったが、三五～四○号条約では、無条件の平等待遇
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こ
こ
れ
に
対
し
、
み
る
一
を除く）においてである。
い
◎ 
みるべきものをもつのは、右の連携化の中軸条約・勧告にからみながら出現したＢ群二○二号
以上のように、母性保護、船員保護における完全な平等待遇原則の早期における確立に先導されながら徐々に他の
部門に及ぶとともに、その態様もより完全に近いものに進展する。また適用対象たる制度としても拠出制は早くから
対象化されていたが、無拠出制にも漸次波及する動向が看取される。
者の－
ている。
例外的扱いを認める。
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○
が原則とされる。もっとも、財源に公費が入る制度について、および被用者以外の一般外国人の年金権については相
互主義が導入され、また経過的制度には不適用とされるなどの不徹底な側面も残されてはいる。
無拠出制は相互主義にとどめつつ、拠出制には無条件の平等待遇原則を確立するパターンは失業給付に関する四四
号条約で明白にあらわれるが、これを突破し、拠出・無拠出の区別なく、一切の船員に無条件の平等待遇原則を確立
したのが船員に関する五五号条約、七○号条約である。ただ、引退船員の年金権に関する七一号条約になると若干の
母性保護の一○三号条約も、一一一○号条約の改正であることから当然ながら、完全な形の平等待遇である。農園労働
の一一○号条約、労災補償の一二一号条約、医療、疾病の一三○号は、完全とはいえないが、それに近い形をとつ
以
上
の
Ｉ
Ｌ
Ｏ
の
「
連
携
」
基
準
に
対
し
、
わ
が
社
会
保
障
法
は
い
か
な
る
姿
と
な
っ
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
か
。
わ
が
国
の
場
合
、
社
会保障以外の法領域において、というよりも社会保障法上の「連携」以前の前提的次元において検討を要することが
らがあまりに多い。とくに、貧困外国人の入国を拒否し（五条二号）、また労働者の場合、技術・技能労働者か熟練
労働者かに限定して単純労働者を排除する（四条一二・一三号）など外国人の入国に大きな制限を設ける出入国管理
及
び
難
民
認
定
法
に
端
的
に
み
ら
れ
る
わ
が
国
の
外
国
人
に
対
す
る
閉
鎖
的
態
度
に
つ
い
て
は
す
で
に
多
く
の
議
論
が
な
さ
れ
て
い
る
と
（１） 
ころである。このこと自体、大きな問題であることはいうまでもない。
し
か
し
、
こ
こ
で
は
社
会
保
障
法
の
分
野
に
限
定
し
、
か
つ
前
述
の
Ｉ
Ｌ
Ｏ
基
準
を
中
心
と
す
る
国
際
的
規
範
と
の
関
係
を
念
頭
に
お
い
て
検
討
す
る
。
こ
の
場
合
、
わ
が
社
会
保
障
法
が
外
国
人
を
い
か
に
処
遇
し
て
い
る
か
、
と
と
も
に
、
二
八
号
条
約
で
う
ち
出
さ
れ
た
よ
う
に
、
本
邦
人
が
海
外
居
住
す
る
場
合
の
扱
い
に
つ
い
て
も
視
野
に
入
れ
る
こ
と
と
す
る
。
こ
の
こ
と
に
よ
っ
て
、
以
下
の
検
討
は
単
に
外
国
人
の
処
遇
の
問
題
の
み
で
な
く
、
内
外
人
を
問
わ
ず
、
わ
が
国
社
会
保
障
法
が
国
際
的
（
労
働
）
移
動
に
ど
の
よ
う
に
対
応
し
て
い
る
か
が
中
心
的
観
点
と
な
る
こ
と
に
な
る
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建前として適用はないが、行政措置として同法なみの保護がなされている。
昭
和
二
一
年
制
定
の
旧
生
活
保
護
法
（
昭
和
一
二
年
法
律
一
七
号
）
は
、
第
一
条
に
お
い
て
「
生
活
の
保
護
を
要
す
る
状
態
に
あ
る
Ｈ
生
活
保
謹
法
③
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一
者」を保護の対象として規定しており、内外人平等原則を採用していた。このことは通達（昭和二一、九・一六、厚
生省発社第一○六号「生活保謹法施行に関する件」、第１一般事項の５）において「本法による保護は、差別的又は
優先的な取扱いとせず、平等に保護するものであるから、宗教的社会的又は国籍等の関係で不利な取扱いをなさない
こと」とされ、行政解釈としても確認されていた。しかしその後の新憲法制定を受けた昭和二五年制定の現行法は第
一
条
に
お
い
て
そ
の
保
護
対
象
者
を
「
国
民
」
に
限
定
し
た
。
こ
の
こ
と
は
同
法
制
定
の
際
問
題
点
の
一
と
さ
れ
た
が
、
結
局
現
行
の
姿
に
落
着
い
た
の
は
、
政
府
当
局
者
に
よ
れ
ば
、
「
形
式
的
に
は
こ
の
制
度
が
憲
法
二
五
条
に
淵
源
す
る
か
ら
で
あ
る
が
、
実
質
的
に
は
新
法が単なる社会福祉の法ではなくして社会保障の法であること、従ってこの法律の適用を受ける者はすべてこの法律
（２） 
の要件を満たす限り保護の》覗求権を有することに基く」とされる。
この政府見解による現行法の立場は判例によってより明確に支持されている。すなわち東京都足立福祉事務所長事
（３） 
件
に
お
い
て
は
、
旧
法
の
も
と
で
の
保
護
は
慈
恵
的
、
恩
恵
的
色
彩
を
有
す
る
も
の
で
あ
っ
た
が
、
現
行
法
は
こ
れ
を
改
め
、
「
国
民
に
生
活
保
護
を
請
求
す
る
権
利
が
あ
る
こ
と
を
規
定
し
、
不
服
申
立
て
の
制
度
を
設
け
る
な
ど
社
会
保
障
の
制
度
と
し
て
確
立
し
た
こ
と
に
伴い、その適用対象を「すべての国民」、「すべて国民」と規定するに至ったものであること、また現行の生活保護法
による権利は、日本国憲法二五条の理念に基づくもので、自立の困難な国民の生存のために、国が積極的な保護を与
え
る
と
い
う
社
会
政
策
に
由
来
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
み
る
と
、
現
行
法
の
下
に
お
い
て
前
記
文
理
解
釈
を
超
え
て
外
国
人
も
ま
た
生活保護法の適用の対象となると解釈する余地はないものといわねばならない」とする。
こ
う
し
て
行
政
解
釈
、
判
例
と
も
外
国
人
に
対
す
る
生
存
権
Ⅱ
生
活
保
護
法
の
適
用
を
否
定
す
る
が
、
こ
の
こ
と
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出
入
国
管
理
及
び
難民認定法五条において「貧困者、放浪者等で生活上、国または地方公共団体の負担となるおそれのある者」の上陸
国
際
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と
課
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五
一
一
を拒否していることと裏腹の関係にあるものとみられる。
しかし、生活に困窮する外国人に対しては、行政通達（昭和二九年社発一一一八二号）により、当分の間、「一般国民
に対する生活保護の決定実施の取扱いに準じて必要と認める保護を行なうこととし、生活保護法のいわば内部基準と
（４） 
し、法律の規定によらない行政措置として外国人に対する生活保護を行っている」。さらに、昭和五七年の難民の地
位に関する条約および議定書の批准にともない、出入国管理及び難民認定法六一条の二第一項の規定による難民の認
定を受けた者についても右の通達と同様の措置がとられることになった（昭和五七・一・四、社保二）。
このように、一定の要件に該当する外国人には生活保護法そのものの適用はないが、したがって権利としての保護
受給ではないが、行政的に同法に準じた扱いがなされているに過ぎない。難民のうちでも定住促進センターまたは一
時収容所に入所中の者や難民の認定を受けていない者はこの措置の対象からもはずれ、国または国連難民高等弁務官
からの当面の生活に必要な援護措置の対象となるにとどまる（同）。
⑪
外
国
居
住
の
日
本
人
沿革的には、明治一一一一一年の「領事官の職務に関する法律」（明治三一一年法律七○号）に基づく館事官職務規則によ
って、本国人たる赤貧者および病人に救護を与えること、救助などのため必要な際に、本国人の送還を本国の船舶に
命ずることを領事の職務としており、これによって生活困窮の在外日本人に対する保護がなされていた形跡がある。
しかしこれは、昭和二八年、帰国者に対する援助を目的とする「国の援助等を必要とする帰国者に関する領事官の職
（５） 
務等に関する法律」（同年、一一一一一一ハ号、国援法）によって廃止されている。この国援法は外国にあって生活が困窮に
ｊ
 
化
例
不適用。
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本法は第一条において、憲法二五条二項に規定する理念に基づくものと規定され、当初は、拠出制についても無拠
出制についても、日本国民であることを被保険者または受給権の要件としていた（旧七条、五六条、五九条、六一条、
六四条の三、七九条の二）。この結果、とくに戦前から日本に居住していた朝鮮人が排除されることになり、そのこ
との合憲性が訴訟で争われることとなった。塩見訴訟、金訴訟、豊田訴訟がこれである。これら一連の訴訟において、
（６） 
判決は一貫してその〈ロ憲性を肯定しているが、その論拠をその代表的なものとしての塩見訴訟第二審判決によって整
①まず、マクリーン事件最高裁判決（昭五三・一○・四。後述）、堀木訴訟最高裁判決（昭五七・七・七）をふ
まえ、憲法第三章の基本的人権の保障は、「権利の性質上日本国民のみを対象としているものを除き、わが国に在留
する外国人に対しても等しく及ぶものと解すべき」ものとしつつも、生存権の具体的内容は、それが合理性を欠き、
理
す
る
と
つ
ぎ
の
よ
う
で
あ
る
。
陥り帰国を希望する者に帰国の援助をするにとどまり、しかも帰国費などの帰国に要する費用の貸付の方法をとるも
のであって、帰国後本人、配偶者、扶養義務者がのちに償還義務を負うという、生活保護法の趣旨とはまったく異っ
のであって、層
たものである。
こうして、結局、現在のところ、日本人が外国において、例えば帰国困難なほどの重病に陥り、その治療費にこと
かく状態となったような場合、法的に見殺しとなる。
口
国
民
年
金
法
⑥
外
目
適用あり。
国
民
年
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法
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国
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五
四
明らかに裁量の逸脱、濫用と見ざるをえないような場合を除き、立法裁量にゆだねられたものである。
②一国の国民の生存権の保障はまずその者が属している国の責任であって他国の責任ではない。このことはいま
なお世界的通用性をもつ。憲法前文第二段第一一、一一一文は国政の指導理念とはなるが法的根拠とはならない。憲法九八
条も条約の締結があってはじめて外国人に対する国の責務を生ぜしめるものである。
③したがってわが国の生存権保障の責務の対象には外国人は含まれておらず、また当時国民年金に関して外国人
を平等待遇すべき条約も存在しなかったから、法が外国人を対象としなかったことは憲法一一五条の理念に反せず、ま
た立法府が裁量権を逸脱、濫用したものではない。憲法一四条との関係も、外国人の差別的取扱いは不合理なもので
ないから本条に違反するものではない。
④国際人権規約Ａ規約との関係については、本規約上の権利（九条Ⅱ社会保障権を含む）の実現には立法措置そ
の他すべての適当な方法によることを前提とし、またそれは漸進的に達成されることが予定されたものであるから、
立法措置がとられるべきものであるが、同規約の権利に関する諸規定がそのまま締結国の既存の法律や処分の効力を
判定する基準となるものではなく、また同規約がわが国について発効後ただちに国籍要件条項を削除しなくても同規
約に違反しない（この点、金、豊田訴訟では、規約九条は「締結国に積極的に社会保障政策を推進すべき責務を負わ
せるに過ぎず、これによって、外国人に対し具体的権利が付与されるものとは解することができない。従って外国人
が国民年金制度の対象とされていなくとも、同規約に違反することにはならなどという）。
右のほか、塩見訴訟第一審判決では障害福祉年金は、「費用は全額国庫負担であるから、右年金の対象者を、日本
国籍のある者に限られるべきである」との立法時点での考慮を肯定している。
五
五
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五六
判例のこのような態度に対し、問題は立法的に解釈された。すなわち。昭和五六年、わが国は難民の地位に関する
条約および難民の地位に関する議定書に加入し、難民に社会的保護について内国民待遇を与えるための法改正（「難
民の地位に関する条約等への加入に伴う出入国管理令その他関係法律の整備に関する法律」昭和五六年法律八六号）
により国籍要件が撤廃されることとなった。この結果、難民のみならず、在日朝鮮人を含むすべての外国人との関係
で平等待遇が実現されることとなった。この理由は「国民年金制度が一般的な社会保障制度であり、特定の者（難
（７） 
民）だけに特別な扱いをすることは難しいことから、一般外国人についてまで適用を拡大したもの」とされる。
しかし、この改正措置は将来に向かってのみ効力が生じ、したがって昭和五七年一月一日前の居住期間は被保険者
扱いされなかった。それが昭和六○年の改正によって改善され、永住許可を受けている者など一定範囲の外国人につ
いては、昭和五七年一月一日前の期間もカラ期間として扱われることとなった（六○年改正法附則八条六項一○号〉。
この六○年改正は、外国の類似制度適用者については被保険者とされないこととした（附則四条）・
国民年金法の外国人への適用は以上のとおり進展したが、いったん被保険者となった外国人も本国に帰ったときは
被保険者の資格を喪失する（九条一項一号）。その場合、その外国人が資格期間をみたしていないようなときはその
外国人の拠出や拠出期間は無に帰する（拠出については掛け捨て）ことになることに注意を要する。すでに受給権を
取得している外国人には支払いは確保されている。
⑪外国居住または外国に移住した日本人
、まず、被保険者資格として、第一種被保険者には居住要件が設定され、外国居住日本人は資格なく、また国外
に移住した者は被保険者資格を失う。ただし、第一一種、第一一一種被保険者はこの要件がなく、資格は継続する（九条一一
号
、－〆
｡ 
いさらに、右の場合、任意加入しなくても、海外居住期間は、いわゆる「カーブ期間」として資格期間に算入され
ることとなった（原始附則九条）。
目国内において受給資格取得後海外移住したり、日本国籍を離れた者の扱い
すでに受給権をえている者には、外国に移住し、あるいは日本国籍を離れた場合でも、支給は確保されている。社
会保険庁長官（または各都道府県社会保険事務所）に対する裁定請求書の払渡希望金融機関記載欄に記載する金融機
関には外国金融機関も含まれている。
曰
厚
生
年
金
保
険
法
伯
例
匡
人
日本国内にある従業員数五人以上の事業所（強制適用事業所）に雇用される外国人に適用あり。従業員数五人未満
事業所も任意適用事業所となれば適用され（六条三項）、行政指導としてはなるべく任意適用事業所となるようにし
ている。本法の適用事業所は、営利・非営利を問わず、個人経営（外国人、日本人〉、法人経営、内国法人、外国法
（８） 
人すべてを含む広い概念のものとされ、そこに雇用されるものは日本人、外国人を問わず適用がある。ただし、六○
年の改正によって、類似外国法令適用者は除外されることになった（原始附則四条の二）。また、外国人の場合、強
制被保険者から除外されている臨時的雇用者、季節的業務への従業者、臨時的事業に雇用される者に該当することが
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（原始附則五条三号）。
） しかし、海外に移住した者は、六○年改正法により、日本国籍を有する者であれば、任意加入の途が開かれた
外
国
人
右の厚生年金保険法の対象者は、当然国民年金法の一一号被保険者となり、その配偶者は第一一一号被保険者となる。
国民年金同様、ここでも注意すべきことは、外国人が資格期間をみたすことなく本国へ帰国し、適用事業所を離れ
た場合、昭和六○年の改正で脱退手当金が廃止されたため、その者の過去の保険料は掛け捨てとなり（経過的に脱退
手当金の受給がある場合を除く）、またその納付期間も無に帰することになることである。
⑪外国居住または外国に移住した日本人
適用事業所に使用されているかぎり被保険者であって、海外に居住し、あるいは転勤する場合でも適用がある・海
外で退職すれば被保険者資格を失うことになるが、国民年金については前述のように任意加入の途がある。
日本の適用事業所との間に右の使用関係があるかの判断はその労働者に対する指揮監督関係あるいは人事管理関係
などが従前どおり国内事業所との間にあるか否かでなされる。海外子会社や海外での合弁会社への転勤・出向などの
場合、その会社が独立採算制をとっているようなときは被保険者資格は喪失する扱いがなされている・
四
国
民
健
康
保
険
法
在日外国公館は、
派遣国官吏、武官以
五保発一二三の二）。
多
い
で
あ
ろ
う
。
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外
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館は、都道府県知事との覚書を交すことを条件として任意適用事業所となり、使用される日本人および
武官以外の外国人（派遣国の相当する社会保障非加入者に限る）が被保険者とされる（昭三○・七・一一
五
八
従来、本法の適用対象者、すなわち被保険者の資格については、本法六条八号に基づく厚生省令により、「日本の
国籍を有しない者」は除外されていた（施行規則一条一一号）。ただ、例外的に①日本国民に国民健康保険制度に相当
する制度を適用する（内国民待遇）国の国民、②日本に永住を許可された大韓民国国民、③難民条約上の難民、④条
例で定める国の国籍を有する者は被保険者とされることとなっていたにとどまる（同号ただし書）。
このような排他的扱いについては、当局者によれば、「国民健康保険は、地域保険であって、基本的には一定地域
に居住する住民間の連帯意識を基盤として設立、運営されているものであり、また、国民健康保険制度は、憲法二五
条の理念に基づいて創設された制度であって、直接的には日本国民を対象としているもの」であって、①本来、国民
健康保険は、日本国民を対象として作られたものであること、②国民健康保険は地域保険であるので地域に生活の
本拠を必ずしも置いているとはいえない一時滞在者、外国人等は、適用の対象になじまない者であること、がその理
（９） 
由と－）てあげられていた。
このことはさきに国民年金について述べたように、難民条約受入れ後の外国人に対する社会保障法の対象化の動向
に反することとなっており、また当局者自体、「国際社会における日本の地位の向上、国際交流の活発化等に伴い来
日する外国人の数が飛躍的に増大してきていることから、地域の実情に即しつつ、外国人について国民健康保険の適
〈、）
用を積極的に促進する」必要を認めており、その旨の行政指導もなされていた（昭五六・一一・一一五保発八五号）。
そしてついに昭和六一年四月には右の厚生省令の国籍要件が撤廃され、現在では外国人はその居住する市町村の国
民健康保険の被保険者とされている。
⑤
外
国
に
移
動
す
る
日
本
人
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
五
九
従業員数五人以上の事業所は強制適用事業となり、そこに「使用セラルル者」は強制被保険者とされる（一一一一条）
（皿）
が、その事業所は外国人経営者であってもよい。事業所は法人であってもよいが、それは外国法人であっても国内で
（、）
権利能力を有するものであれば含まれる。この強制適用事業所の従業員は国籍に関係なく被保険者となる。日本の〈室
（皿〉
社に外国人が使用される場〈ロも同様で、外国人従業員も被保険者となる。ただし、厚生年金の場合と同様、外国人の
場合、強制適用被保険者から除外されている（一一一一条の二）臨時的雇用者、季節的業務への従業者、臨時的事業に雇
用される者に該当するケースが多いことは予測される。
⑪海外居住または海外へ移動する日本人
従来、被保険者が本法施行区域外に在るときは保険料の徴収もなされず、保険給付がなされることもなかった（旧
六一一条一項）。しかし、昭和五五年の法改正により、被保険者であれば、日本国外にあるときでも保険料の徴収とと
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
六
○
国民健康保険の当然対象者（被保険者）は「市町村又は特別区の区域内に住所を有する者」とされ（五条）、また
当該市町村の区域内に住所を有しなくなった日の翌日から資格を失うこととされており六条）、「地域保険」たる性
格をもつ。そこで海外に移住（「住所」を移す）する日本人は当然に被保険者の資格を失う。ただ、｜時的に海外に
出張するような場合は、出張期間が一年以上にわたる場合を除き、原則として家族の居住地がその者の住所として扱
われる（昭四六・一一一・一一一一自治振一一一八号）。
国
健
康
保
険
法
③
外
目
適用あり。
健康保険法
外
国
人
もに、保険給付もなされることとなった。ただし、現物給付は不可能なため、療養費の支給の形（四四条の二）がと
られる。もっとも、療養を目的として海外に出向き、診療を受けた場合には支給されない。療養費の算定方法は、国
（川）
内において保険医療機関以外で療養等を受けた場〈ロと同様である。
本法は、一部の事業（個人経営の農林水産業の一部）を除いて、労働者を一人でも使用する事業は当然に適用対象
（賜）
事業とされるが、この場〈ロの労働者には外国人も含まれる。また労働保険の保険料の徴収等に関する法律（以下「徴
収法」と略称）においても、日本人以外の事業主が日本国内において事業を行なう場合、当該事業主の国籍およびそ
（肥）
の有無いかんを問わず適用事業とされる（外国会社も同様）。
⑪海外居住または海外に移動する日本人
労災保険法は、属地主義の一般原則により、国内の労働者の災害にのみ適用される。したがって海外に出た日本人
〈Ⅳ）
労働者の海外での災害については同法の適用がないのが原則である。そこで同法は海外派遣労働者には特別加入の途
を開いた（労災保険法二七条六号、七号）。すなわち、㈹開発途上地域に対し技術協力の事業を行う団体から開発途
上地域で行われている事業に従事するため派遣される者、および回日本国内で行なわれる事業から海外の事業に従事
するため派遣される者については、派遣元の団体または事業主が日本国内で実施している事業について保険関係が成
立しており、有期事業でない場合、派遣元事業の申請により、その保険料負担で加入できる。この場合同一の事由に
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日本国在住の外国人は、外務公務員および外国の失業補償制度の適用を受けていることが立証された者を除き、国
籍（無国籍を含む。）のいかんを問わず被保険者となる。
なお、外国人であって被保険者となるべき者のうち、外国において雇用関係が成立したのち日本国内の事業所に勤
務している者については、雇用関係が終了した場合、又は雇用関係が終了する直前に帰国するのが通常であり、受給
資格を得ても失業給付は受け得ないので被保険者とはされない（以上、行政手引二○一一一五五）。
⑥海外居住または海外に移動する日本人
国内の適用事業に雇用されている労働者が事業主の命により日本国の領域外で就労する場合の被保険者資格は、つ
ぎのように扱われている（行政手引二○一一一五四）。
ｍその労働者が日本国の領域外に出張して就労する場合には被保険者となる。
整は行なわれない。
派遣には転勤、在籍出向、移籍出向等派遣の形態には関係なく、派遣元事業主の命で海外の派遣先の事業に従事し、
その派遣先の事業との間に現実の労働関係をもつかぎり、特別加入の資格がある。この場合の派遣先事業はどのよう
な業種の事業であろうと、またそれが海外支店、合弁事業、現地法人であろうと一切関係はない。
㈹
雇
用
保
険
法
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一ハーー
ついて派遣先の事業の所在する国の労災保険から保険給付が受けられる場〈ロにも、わが国の労災保険給付との間の調
③
外
巨
適用あり。
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回その労働者が日本国の領域外にある適用事業主の支店、出張所等に転勤した場合には被保険者となる。しかし
現地で採用される者は、国籍のいかんにかかわらず被保険者とならない。
ｗその労働者が日本国の領域外にある他の事業主の事業に派遣され、雇用された場合には、その者を派遣した事
業主との雇用関係が継続しているかぎり、被保険者となる。それが継続しているかどうかは派遣時の契約内容による
⑪
海
外
居
住
ま
た
は
海
外
へ
移
住
し
た
日
本
人
右に述べたように、児童を監護する母または養育者が国内に居住しなければならないため、これらの者が海外に居
住し、あるいは海外に移住する場合には支給されないことになる。
結局、児童扶養手当法は、児童および母について属地主義がとられていることになる。
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一ハーニ
これには国民年金法と同じ沿革がある。すなわち本法の制定の際には受給要件に日本国籍者たることを求めていた
（旧四条三項一号）ところ、わが国の難民の地位に関する条約への加入にともない改正され、この要件が撤去される
こととなった。これによって、現在では外国人であっても他の要件がととのえば児童扶養手当が支給されることにな
る。ただし、対象となる児童および母（または養育者）について居住要件が設けられ、それらの者が日本国内に住所
を有しなければならないため（法四条二項一号、同三項一号）、母国に児童を残して来日した外国人には支給されな
ﾚｭ 
◎ 
ソ
ロ
ｑ
ｑ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｂ
Ⅱ
適用あり。
㈹
児
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扶
養
手
当
法
③
外
国
人
わが国と特定国との間の条約によって内国民待遇が与えられているものとして、次のようなものがある。
、日本国とアメリカ合衆国との間の友好通商航海条約（昭和二八年条約二七号）
第三条において、一方の国の国民が、、他の締結国の領域内での業務上災害疾病についての給付を定める法令の適
用および、他の締約国の領域内で老齢、失業、疾病もしくは身体障害による所得喪失、または自己の扶養者の死亡に
よる経済的扶助の喪失に対し、経済上の需要を審査しないで給付を行なう強制的社会保障制定を定める法令の適用に
ついては、内国民待遇が与えられる。
⑪日本国に居住する大韓民国国民の法的地位及び待遇に関する日本国と大韓民国との間の協定
日本に永住を許可されている大韓民国国民に対しては、日本国政府は生活保護および国民健康保険については妥当
な考慮が払われるものとされている。
受
給
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六
四
伽特別児童扶養手当等の支給に関する法律
外国人に対しても、日本人に対しても、また沿革的にみても児童扶養手当とまったく同様である。すなわち難民の
地位に関する条約の受入れに伴う法改正により、国籍要件は外されたが、父母（または養育者）、障害児ともに居住
要件が設けられている（一一一条）。
㈹
児
童
手
当
法
これも前述㈹、㈹とほぼ同様である。難民の地位に関する条約への加入によって国籍要件は撤廃された。しかし、
給者たる父または母（または監護人）について居住要件が設けられている（四条一項）。
（１）わが国の旧出入国管理令二四条、四号一一、ハ、ホでは、らい患者、精神障害者、貧困者は強制退去事由とされていた。
このようなわが外国人の出入国についての非人道的、閉鎖的態度については従来から多くの批判がなされてきたところ
である。社会保障法関係では小川政亮「家族・国籍・社会保障」（勁草書房一九六四）一九四頁以下、より広い範囲で
検討されたものとして、萩野芳夫「基本的人権の研究ｌ日本国憲法と外鬮人一一法律文化社、一九八○『奥田剣志郎
前掲論文、六三頁以下など参照。
（２）小山進次郎「生活保護法の解釈と運用」（日本社令事業協会、昭和二五年）五一頁。このときすでに国連憲章や国際
人権宣言との関係が危倶されている（同頁以下）。
（３）東地判、昭和五三・一一一・三一、行裁集二九巻三号四七三頁以下。同様のケースについて同様の判決を行ったものとし
てすでに東京高裁、昭和一一一一・一二・二七、高裁例集九巻、一○’一二合併号一一一一六二頁以下）があり、これについて
は荒木・林編「判例研究社会保障法」（法律文化社、一九七九）二五五頁以下（林弘子教授執筆分）参照。
（４）足立福祉事務所長事件における国側の主張。なお、行政措置としての生活保護法の準用はすでに昭和二五年からはじ
まっている。小山進次郎編「社会保障関係法Ⅱ」（日本評論新社、昭和二八年）一五頁参照。
（５）くわしくは小川政亮「家族・国籍・社会保障・一二八一頁以下
（６）塩見訴訟、第一審、大阪地判昭和五五・一○・二九（判時七九五号）、第二審、大阪高判、昭五九・一二・一九（判
時一一四五号）、金訴訟・豊田訴訟（併合審理）、第一審、東京地判、昭五七・九。二二（判時一○五五号）、金訴訟第
一一審、東京高判、昭五八・一○・二○（判時一○九一一号）。金訴訟第二審は第一審原告を逆転勝訴させたが、いわゆる
「確約の法理」によるもので、法が国籍要件を設けたこと自体は合憲との立場が貫かれている。
（７）有泉享、中野徹雄編「国民年金法」（全訂社会保障関係法、２、日本評論社、昭和五八年）二四頁。
（８）厚生省年金局他編「全訂厚生年金保険法解説」（社会保険法規研究会、昭和四九年）、一三七頁以下参照。
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六
五
以上の社会保障の国際的連携についてのわが法制の現状を、公的扶助、社会保険、社会手当に分類して要約すると
以下のようである。
外国人には行政措置により事実上（号｛四日。）は適用されているが、法的には（□の］こ『の）排除され、したがって権
⑪
公
的
扶
助
〆￣～界￣、〆■、
１７１６１５ 
，－〆、－〆、－〆
冴一、ニー、
１４１３ 
、＝－、_〆
（９）厚生省保険局国民健康保険課「逐条詳解国民健康保険法」（中央法規出版、昭五八）五一一一頁以下。
⑱
）
同
右
、
五
六
頁
（、）行政解釈では、外国人経営の事業でフランスに本社があり日本にその出先機関たる事務所を有し、その代表者は外国
人である場合でも、従業員数五人以上であるかぎり、強制適用事業所とされる（昭一一四・一・一二保文発六一一一）。
面）厚生省保険局保険課・社会保険庁建康保険課編「、年新版健康保険法の解釈と運用」（社会保険法規研究会、昭和六
四四頁以下参照。
二
年
）
二
六
六
頁
石井甲二「労災保険制度の詳解」（労働法令協会、昭和五七年）九二頁、九九頁。
労働保険の保険料の徴収等に関する法律解釈総覧一○九頁、二○○五一。
石井甲二、前掲轡、四○五頁。本文の海外派遣者の特別加入についての説明は、同書四一三頁以下による。
社会保険庁監修「社会保険のてびき」昭和六二年四月版（社会保険研究会）、一八頁。
社会保険庁医療保険部健康保険課「海外療養費の支給について」週刊社会保障一四四九号（昭六二年、九月七日号）
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厚生省保険局国民健康保険課「逐条詳解国民健康保険法」（中央法規出版、昭五八）五三頁以下。
五社会保障の連携についてのわが国の課題
一ハーハ
件の撤廃へとつながる。
、
被
用
者
保
険
健康保険、厚生年金保険、雇用保険、労災保険などの被用者保険はかなり前から外国人を対象としてきている。た
だしこれら社会保険は日本人、外国人を問わず一時的、臨時的労働者を正規の被保険者から排除するのが通例であり、
この結果、一時的・臨時的労働者として来日する場合が多い外国人労働者は事実上排除される可能性が高い。また、
せっかく外国人を適用対象としても受給に長期の資格期間を要する厚生年金保険では、その期間をみたすことなく帰
国した外国人は、その適用中の拠出および拠出期間はまったく無に帰してしまうという大きな問題がある。
海外に移動する日本人労働者に関しては、以前はかなり属地主義的で、被保険者資格は喪失するのが通例であった
が、近年次第にその対応がなされ、海外への派遣、出向、転職などのケースにも適用する措置がとられる傾向が認め
られる。この点でとくに海外合併事業や現地法人への出向の場合にも特別の制度を設けている労災保険がもっとも進
んでいる。反面、このようなケースには依然適用がない厚生年金に遅れが感ぜられる。
何
一
般
住
民
対
象
の
社
会
保
険
連携は被用者保険に比し遅れていたが、これを大きく挽回したのが昭和五六年の難民の地位に関する条約への参加
であった。ここで国民年金が無拠出年金である各種福祉年金も含めて外国人を対象化し（ただし、厚生年金同様、短
期滞在外国人の拠出の掛け捨て、拠出期間が無に帰することの問題は残る）、こののち国民健康保険における国籍要
利としての受給権は保障されていない。他方、日本人には属地主義的で、在外邦人も適用対象外である。
(2) 
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前述の福祉年金のほか、児童扶養手当、特別児童扶養手当、児童手当とも、国民年金同様難民の地位に関する条約
への加入によって国籍要件が撤廃され、外国人を対象化して大きな前進を示した。ただし、属地主義を原則とし、国
外居住あるいは国外へ移動の日本人の場合には支給されない。
以上を、制度群別に連携の進展度をみると、社会保険、社会手当、公的扶助の順となる。このうち社会保険は被用
者
保
険
が
一
般
住
民
対
象
の
そ
れ
よ
り
一
段
進
ん
で
い
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
社会保険は、労災保険の場合を除き「保険」として外国人たる被保険者も対価たる保険料の拠出を行なうのである
から、その対象化はもっとも容易である。ＩＬＯ条約・勧告発展の経過からもこのことはあきらかで、わが国におい
てもこのことが実証されているわけである。しかし、社会保険である以上、被保険者以外の者、国、自治体、使用者
の負担がなされており、また被保険者自身の保障料の負担にも社会連帯原理が存在しているのであって、結局、外国
人のわが社会保険への包摂は単なるわが国の保険制度に加入を認めたというだけのものではなく、生存権原理、社会
連帯原理の外国人への拡張、さらにわが国家組織、社会組織への外国人の包摂、逆にいえば国民国家体制解体への動
向を意味していることを見落してはならない。また、年金制度における短期居住の外国人の拠出金掛け捨ての関係が
設けられていることは、外国人は、義務の面でも、その滞在期間中、わが社会に同化せしめている、すなわち、その
滞在期間中の拠出は他の社会構成員たる日本人の年金財源のために貢献せしめる関係が設定されていることを意味す
外国居住、外宮
った配慮を行い、
③
社
会
手
当 国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
六
八
、外国へ移動の日本人にも、新国民年金法は在外期間をカラ期間扱いをし、また任意加一人の途を開くとい
行い、十分とはいえないものの一定の前進を示した。
る
こ
と
に
も
注
目
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
このわが国家組織、社会組織への外国人の包摂としての意味あいは無拠出制である、社会手当からさらに公的扶助
へと強くなる。それだけにこの分野での連携化が遅れ、現に遅れている結果となっているものと理解される。ここで
社会手当とは、その財源構成に差はあるが、福祉年金、児童扶養手当、特別児童手当のように全額公費負担で、財源
面では公的扶助（生活保護法）と差はない。両者の差は補足性の原則に立つかどうかのみで、基本的性格はほとんど
同じである。にもかかわらず連携化に関しての対応が異っている根拠はなになのか。もはやその根拠はきわめて薄弱
である。このことは、遠からず公的扶助法も外国人を正式に対象化すべきものであることを示唆するものであり、昭
和五六年のわが国社会手当連携化の国際社会保障法上の意味の大きさを物語るものでもある。
さて、以上のわが社会保障法上の連携の進展の現状は、ＩＬＯ基準からどのようにみられるであろうか。すでにみ
たように、この基準自体理想的状態にいたっているわけではない。中心である二八号条約との関係からみるに、ま
ず同条約は公的扶助には適用されないのであるから、法的には外国人を排除しているわが生活保護法の存在によって
わが法制が本条約に違反することにはならない。そこで社会保険、社会手当と同条約との関係であるが、固有の平等
待遇の原則に関しては、わが法制は社会手当にさえいっさい相互主義的条件を設けず、完全な平等待遇原則をうち出
している。ただ、児童扶養、特別児童、児童の社会手当たる三手当は国内居住を受給要件としている点が制限的で、
これが居住条件を付することを禁止する条項（四条一項）との関係でどうなるかの問題がある。しかしわが国のこの
居住条件は、属地主義的趣旨から、内国人、外国人共通に付されているのであって、内外人平等待遇の原則は貫かれ
｛ｌ） 
ているのであるから、許容されるものとみられる。この点で懸念されるのはむしろ第一型の相互主義のもとに、すな
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
六
九
国
際
規
範
か
ら
み
た
わ
が
国
社
会
保
障
法
の
国
際
化
の
現
状
と
課
題
七
○
わち家族給付について本条約の義務を受諾した加盟国相互間で、｛曰国民またはその義務を受諾した加盟国の国民でそ
れら加盟国に居住する者に家族手当支給を保証すべきものとする同条約六条との関係である二○○頁⑪い）。これ
によれば、本条約の家族給付部門を批准した外国加盟国に居住する、すなわち海外在住日本人に関し、上記三手当の
支給義務が生ずるこになるからである。だが、これも「関係加盟国によって合意される条件及び限度で」という文言
が付されており、何らかの関係当事国間の協定の締結を介する形をとっていて、直接的に支給義務が生ずるものでは
な
い
。
と
い
っ
て
も
批
准
す
れ
ば
、
当
然
に
そ
の
締
約
義
務
は
生
ず
る
の
で
は
あ
る
が
。
つぎに既得権、あるいは取得途上権保全についても、くり返し述べたごとく直接適用方式ではなく、関係加盟国間
での合意による権利保全計画への参加の努力義務を負うにすぎない二○○頁㈹）。
こうしてみると、わが国はもはやほとんど本条約での基準をみたしており、批准は可能な状態といえる。一般に、
わが国のＩＬＯ条約批准はあまりに慎重すぎるとの批判がとくにＩＬＯ内部に強い。かりに若干抵触するところがあ
っても大たんに批准し、その抵触部分は事後的に是正する態度が望ましい。また本条約を批准することによって、右
の権利保全計画への積極的参入の態度がうち出されるべきである。そして、もし二八号条約を批准するとすれば、
それは一五七号条約批准にもつながる。本条約は適用対象部門の拡張と、取得途中の権利についての期間通算、一定
の給付についての既得権の保全措置についての直接適用方式採用の二点が二八号条約より進歩した主要なものであ
る
が
、
こ
れ
ら
は
け
っ
し
て
わ
が
国
と
し
て
達
成
不
可
能
と
は
思
わ
れ
な
い
か
ら
で
あ
る
。
わが国社会保障法における国際的連携の状態は以上のごとくである。難民の地位に関する条約に加入した昭和五六
年以降の改善措置の結果わが法制は大きな前進をとげ、右にみたように、ほぼＩＬＯ二八号条約における基準に達
し、その批准はほぼ可能となるまでにいたっている。
といっても、わが国の社会保障の国際的連携Ⅲ国際的移動労働者の保護は理想からみて多くの問題が残されている
こともたしかである。その重要なものとしてはつぎの一一一点があげられる。
仙法の適用もれ外国人の存在
まず、くり返し述べたごとく、わが国の被用者保険は臨時的、ないし一時的労働者には被保険者資格を与えていな
いのが通例である（厚生年金保険、雇用保険）ため、外国人労働者はこれに該当して被用者保険制の適用がないケー
スが多いこと。しかしわが国で今日大きな社会問題にまでなっているのは、このことよりも、いわゆる「ジャパゆき
さん」と呼ばれる人たち、「不法入国者」たる外国人労働者の問題である。さきにもふれたように、わが国の外国人
の入国に対する態度、とくに単純労働者を原則排除する現行「出入国管理及び難民認定法」のもとでは、単純労働を
求めて入国する外国人はすべて「不法入国者」となるが、当然ながらこの外国人には社会保障法の適用はない。しか
もこの「不法入国者」は、わが国の最近の経済的発展によって拡大した労働市場を求めて、とくに東南アジアからの
入国者数を増大させている。「ジャパゆきさん」も最初は女性であったが、最近では「男ジャパゆきさん」の増加と
（２） 
なっている。この「男女ジャパゆきさん」には労働法上の保護も加軍えられず、低賃金、賃金不払、強制労働、暴力・
各種差別待遇など重要な人権侵害の状態にある。社会保障法領域でもっとも悲惨なのは労働災害である。たとえ業務
（３） 
上死亡してもなんらの保障（補償）のない状態に放置されているのである。失業した場〈ロ、疾病にかかった場合の無
保障状態もこれに劣らず苛酷な状態である。
②わが国の締結する一一国間ないし多国間条約の少なさ
七一
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
ここで注目すべきことは、先進的な経済圏においては、「ヨーロッパ人権条約」、「米州人権条約」、「人と人民の権
利に関するアフリカ憲章」のような、人権憲章が設定されていることである。各地域においては経済的、人的交流と
ともに、人権確立の面にも配慮がなされているわけである。これに対し、わが国は、すでにアジア、とくに東アジア
地域にはわが国を中心とする経済国が形成されていると認められるのに、この域内での人権憲章はおろか、社会保障
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すでにみたように、諸外国、とくにＥＣ加盟国相互において、ＩＬＯ条約とは別に、二国間、ないし多国間の条約
を締結し、社会保障の相互の連携を図ってきた。ＩＬＯの連携に関する基準はこれに誘発され、それをまた誘発する
という関係があった。したがって、ＩＬＯ条約を批准せずに、この条約を締結することによって、範囲は締結国の国
民間に限定されるが、実質的には連携の実をあげている。しかし、わが国はこの種の条約に属するものとしては前述、
日米通商条約と大韓民国国民の法的地位協定ていどで、しかも後者は内容がきわめて漠然たるものがあり、この種の
協定とは認めがたいものがある。
ＥＣ加盟国をはじめ欧米各国でこの種条約が発達をみせていたのは、とくにヨーロッパや米州諸国を包括する経済
圏が発達し、その内部における労働者の相互的移動が活発化していた事情を背景とするものであることはあきらかで
ある。このような事情は従来わが国にはあまり顕著ではなく、また前述のような外国人の入国に閉鎖的な態度をとっ
ていたことも加わって、わが国にこの種条約の欠如をもたらしたものであろう。しかしいまや事情は異ってきている
ことは誰の目にも明らかである．最近のわが国経済の震ｌその結果としての円薑象ｌはわが鬮民の大量の海
外移動とともに、さきにみた男女「ジャパゆきさん」の増加にみられるわが国への多数の外国人労働者の移住となっ
ている。
③
生
存
権
の
国
民
性
（４） 
生存権の権利主体は国民にかぎられるとの理論は、かって小川政亮教授が強く反聿細されたにもかかわらず、後述の
ごとくいまだわが国憲法学説においても通説的位置をしめている。したがって、前述のように、生存権のもっとも直
、
、
、
接的発現形態である生活保護法は、外国人に対して適用されておらず、ただ事実上行政措置として生活保護がなされ
、
、
■
ているにすぎない。法的には不適用でも、事実上適用されている結果となっているのであるから、事実上問題はない
しかし、外国人に対する平等待遇の原則の前述のごとき理念からみれば、それは法的にも適用されることが必要で
（５） 
ある。法的に生存権が付与されることによってはじめてその受給は法的意味での権利となる。これの裏づけのない給
付は行政の悪意的判断によって処理される不安定性が存することからは、その権利性の有無は現実的な意味をおびる
ことにもなる。したがって生存権が外国人には適用されないとする現在の憲法学上の理論は、内外人平等待遇原則
に真向から対立するものであり、大きな理論課題といえる。このことは、とくに国際人権規約Ａ規約との関係が大き
かもしれない。
しかし、外南
（５） 
あ
る
。
法
的
に
」
に関する二国問、多国間条約も締結されていない状態である。
社会保障の国際的連携についてのわが国の一一一大課題は以上のごとくであるが、このうち、⑪は社会保障に固有の問
題ではなく、その前提であるわが国の外国人の受け入れの問題でもある。さし迫った問題は男女「ジャパゆきさん」
に代表される単純労働者の原則排除であるが、雇用確保、賃金の低下など国内日本人労働者に不利に作用することか
ら、従来労働省はこの問題に消極的であった。しかし世界的規模での経済の国際化の動きのなかでもその経済の国際
七一一一
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な問題となる。
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依存性の強さのゆえにしめるわが国の位置の大きさ、最近形成されているわが国を中‐心とする東アジア地域の経済圏
化など、要するにわが国の国際経済にしめるウェイトの大きさから、もはやヒトの面での国際的動きをくいとめるこ
とはできない。国際的経済活動によって、わが国が利益のみを享受することはもはや許されないのである。国際的経
済活動によって利益を得る以上、それにみあう犠牲を甘受しなければならない。最近、労働省、法務省など政府部内
（６） 
において外国人受け入れについて再検が開始されているが、より積極的な取り組みがなされなければわが国の国際的
孤立を招くであろう。要するにこの問題は外国人受け入れについての方針の大転換を求めているのである・
②は、ＩＬＯ二八号、一五六号の批准によって禰極的に展開されるべき問題である。日本人労働者が外国に移
動する場合、わが国社会保障法がかなりそれを追跡、カバーするにいたっていることから、わが国のこの面での役割
は、本国法の追跡、カバーを受けない来日外国人（労働者）にわが法制を適用すること、およびその既得または取得
途中の権利の保全、わが国法制への取り込み（たとえば外国での期間のわが法制上のそれへの通算等）など、来日外
国人保護に重点がおかれるべきことなる。
アジア地域における人権憲章の制定は早急に必要であり、これにはわが国が中心的役割をはたすべきである。
さらに、理論課題としての③については、節を改めたい。
（１）二八号条約四条二項では、無拠出制給付については一定の限度で居住要件を付することを許容しているが、ただし
その給付から医療、傷病手当金、業務災害給付のほか家族給付も除外しており、本文での一一一手当はこの家族給付に該当
するおそれがある。
（２）この増加傾向はつぎの表によって示される。
入管法違反事件数の動向（法務省入国管理局調べ）
（３）不法入国老たる外国人労働者には、「不法」であるゆえに法的保護からみはなされ、低賃金、賃金不払、労働災害、
暴力による強制ないし搾取された労働、失業の脅威、さらに餓死のケースもあらわれ、悲惨の一語につきる。最近労働
災害については労災保険の適用が開始されている。
（４）小川政亮、前掲書一八九頁以下。憲法の自然法的理念や国際主義が論拠の中心である。
（５）ＩＬＯで二八号条約審議の際、委員会が、公務員制度や戦争犠牲者給付制度とともに公的扶助を対象から除外して
いた事務局案を受け容れたのは、各国におけるこれらの概念の多様性から、国際的文書として一般に受け容れられるよ
うに明確に定義できないことが理由としてあげられている。曰ｐ岡目回｝ご・｛弓『の凹斤日の巳・｛Ｚ目・息｝⑩自二ｚ・ロー
ｚ昌一。ご画一のどの○Ｑ■一ｍの同日一旦》》忌めの朋一。ご〕ｃ認》幻の己。『芹「（】）一己ロ．②Ｉ「
（６）昭和六二年一二月、労働省内に設置された「外国人労働者問題研究会」は六三年三月報告書を提出したが、内容はむ
しろ規制強化の印象が強い。わが国益のみを考慮したものできわめて残念である。（同研究会「今後における外国人
労働者受入れの動向」労務行政研究所）
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資格外活動・不法残留者数 違反事件総数
(女）
二、八八七人
(男）
三五○人 六、八三○件 一九八四年
四、九四二人 六八七人 七、六五三件 ’九八五年
五、九四五人 二、一八六人 一○、五七三件 ’九八六年
Ｈア〆リカにおける判例法の進展
この人権の国民性の枠を破って世界的普遍性を認識し、外国人にも人権、しかも生存権を保障するにいたる過程を
鮮明に示しているのは、アメリカにおける判例法進展の歴史である。そこでまずアメリカの例をみておきたい。
この問題は、より大きく、外国人に対してわが国憲法上の基本的人権が適用されるか否かという、外国人の憲法上
の権利主体性の問題の一環である。かって憲法が国家と国民の間の関係の規律としての性格が強かった段階では考え
られなかった問題であろうが、人的国際交流が盛んとなるにつれ、また人権保障の国際化が進むにつれ、外国人への
憲法上の人権規定の適用に関する判例の増加とともにこの問題を顕在化せしめた。そして今日では多くの判例、学説
（１） 
があらわれているところである。人権保障の国際化の動向があらわれる以前においては、人権は、それぞれの国が、
それぞれの責任において、それぞれの憲法その他の国内法規で、それぞれの国民について保障すべきものであり、こ
れに対応する憲法は、右に述べたように国家と国民との関係のみにかかわるものとの理解が一般的であったから、い
ずれの国においてもその国の人権保障が外国人におよぶという発想自体が存しなかったにちがいない。いずれの国に
おいてもこの点が自覚されるのは人の国際的交流の増加、人権保障の国際化動向Ⅱ人権の世界的普遍性の認識が顕著
となった比較的最近のことに属する。とくに国の積極的作為Ⅱ財政支出を要する生存権に関してはその世界的普遍性
は認められがたかった。
六
生
存
権
の
人
類
普
遍
性
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アメリカにおいては、この問題は、同国憲法修正第一四、第一条の第三段における法の平等保護条項との関連で生
じた。周知のごとく、これは一八六六年、南北戦争後、解放された奴隷に法的保護をさしのべた条項で、「いかなる
州（■己の白〔の）も……その管轄内にあるいかなる人（仰ごロの厨・ロ）に対しても法律の平等な保護を拒んではならな
い」と規定するものである。各州に対しその領域内にある人すべてに平等な法的保護を義務づけたものであるが、こ
こで（すの『印Ｃｐごとは合衆国の国民（市民）のみならず合法的に入国を承認された外国人居住者を含むとする解釈はは
やくから確立されていた。しかし平等な法的保護については判例法上大きな変遷がみられるところである。すなわち、
伝統的な平等保護原則のもとでは、各州は合理的事由（『の四叩・目ウーの冨帯）があるかぎり、社会福祉の分野において
も差別をする広汎な裁愛権を認められており、種々の差別が存していた。ただ、国籍、人種を事由とするような、外
国人を事由とする区別は”本質的に疑念のあるもの（一目の『の昌一］⑪この己の。【）“であり、裁判所による厳密な審査を要す
これに対抗する州側の論理として用いられていたのは「特別公共利益理論」（ｇの、一四｝ロ：一一、胃の『①の【ＱＣｎａ口の）で
あった。これは、州の限られた財産の社会保障給付への配分は、市民に優先的になされるべしとするもので、判例に
よっても支持されていた。｜判決によれば、「外国人排除の原則は州の構成員の利益のための州の財源の確保の趣旨
であって、非合法なものではない。州の固有財源の使途決定にあたっては、外国人よりも州固有の市民の福祉が考慮
されるべきである。何であれ、権利（国吾【）をこえた特権（勺「一ぐ一一の顕の）は市民（Ｑ局の二ｍ三ｓ）に属せしめうる。こ
（２） 
のことは貧困戦争についてもいえることである」Ｌ」していた。
これを一言でいえば、「州の構成員によって拠出されて蓄えられた財源は州の構成員の福祉のために保有、使用され
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るべきもの」ということであろう。一見してきわめて当然のようであるが、アメリカにおいてはこれに対してやがて
疑念が示され、その通用力が消滅することになる。一九四八年にいたって、最高裁の一判決は「修正一四条とそのも
とでの法律は、わが国に合法的に居住するすべての人は、いかなる州においても、無差別の法のもとですべての市民
（３） 
と同様の特権のうえに住むことができるという一般的政策を体現したものである」と判一示したが、’九七一年にはこ
のことをより明確に表明した判決があらわれた。社会保障給付の受給要件として、合衆国市民（ご己〔の□の国扇・量‐
Ｎの巳であることまたは合衆国に一五年居住したことを要求したアリゾナ州法、合衆国市民であることを要求したペ
ンシルバニヤ州法の合憲性が争われたケース（二つのケースが一の判決で扱われている。）である。ここでは、「福祉
給付を固有の市民に保全しようとする州の意図は、ペンシルバニヤやアリゾナの制度を正当化するのに十分でなど
と明確に判示した。その理由として、まず、「特別公共利益理論」を支える「権利をこえた特権は市民に属せしめう
る」との考え方については、憲法上の権利は政府の給付が「権利」として性格づけられるか、「特権」として性格づ
けられるかにはかかわらないものであるとしたうえ、つぎのように判示する。州はその施策の財源の完全確保のため
に支出抑制を行うことはできようが、「しかし各州はそれを市民間に不愉快な区別（曰く一ｓ。こ⑪ｓの［ヨ８．口）を設ける
ことによって行ってはならない」、また「福祉財源の節減は他方の不愉快な差別を正当化することはできない」、さら
に「平等保護の観点からは外国人も市民も同様に〃人〃なのであるから、財政的配慮はもはや問題とされている差別
（４） 
を正当化しない」とし、結局一一州の制度を平等保護条項に違反とすると結論した。
財政的配慮と平等保護原則とは一一律背判の関係である。当初は憲法修正一四条における平等保護条項の存在にもか
かわらず前者が優越的に扱われていたのが、時の流れとともに逆転し、財政的配慮よりも外国人の人権（ここでは生
口
わ
が
国
に
お
け
る
学
説
判
例
の
流
れ
これに対し、わが国はいかなる状況であったか。わが憲法は、基本的人権に関する規定を掲げた第三章を「国民の
権利及び義務」（傍点筆者）とし、内外人平等にもっとも強く関連する「法の下の平等」Ⅱ第一四条は、権利主体を
「すべて国民は」と表現し、かつ第二段で「国籍」による差別の排除を明示しない形をとった。第一一五条の権利主体
も「すべて国民は」と表現されている。このような憲法条項の規定の仕方から、憲法第三章は国民についての権利・
義務を定めたもので、外国人を国民に準じて扱うことは立法政策としては望ましいとしつつも、憲法上の権利主体性
（Ｐ、）
は認めない消極説もあらわれた。しかしこれは現在では少数説である。多数説は外国人にも人権享有能力を認める積
極説で、最高裁もはやくからこの立場を示していた。すなわち、昭和二五年一一一月二八日の第二小法廷判決は「いや
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
しくも、人たる》」とにより当然享有する人権は不法入国者と錐もこれを有するものと認むくである」（傍点筆者）と
判示した（民集四巻一一一号六八三頁）。積極説に立つ学説は、①人権が前国家的・前憲法的性格のものであること、
②憲法前文や九八条にあらわれている憲法の国際主義、さらに世界人権宣言や国際人権規約における平等主義をより
どころとする。しかし、外国人に国民とまったく同様の人権保障を認めているわけではない。まず憲法上の規定中
「何人も」の文言が使われている場合は外国人にも適用があり、「国民は」の文言の規定は国民のみに保障されると
する説（文言説）がある。しかしこの説は国民にしか考えられない外国への移住、国籍離脱の自由を保障した憲法一一
二条二項が「何人も」の表現になっていることからすでに破綻をみせているばかりか、はたして憲法制定時、厳密に
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存権）を優先せしめた。「財政に対する外国人人権優先の原則」ともいうべき原則が確立されたと認められるのであ
プ（〕。
学説。判例の外国人の人権保障についての基本的流れは以上のごとくで、わが国なりの前進はとげていることは確
かである。しかし問題は、判例における「人たることにより当然享有する人権」、「特段の事情」、あるいは「権利の
性質上日本国民のみを対象としているもの」とは具体的にどのような内容となるのか、また学説の通説のいう、いか
なる性質の権利が保障されることになるのかである。判例においては、生活保護法、国民年金法の外国人への適用を
めぐる前述諸判決に示されるように、生存権になると外国人には否定され、この点は学説も同様である。その代表と
みられる宮沢説によれば、その理由は、生存権（社会権）については、「それが人権である以上、外国人も、日本国
示
す
る
に
い
た
っ
て
い
る
。
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○
この両文一言の使いわけをしたかどうか疑問もあり、あまりに文一言にこだわる形式論的欠陥がある。これによったとみ
（６） 
られる最高裁判決にもあるにはあるが、これは結局多数説となることなく、通説は憲法が保障する権利の性質によっ
て外国人に適用されるものと適用されないものとが区別されるとする説Ⅱ権利性質説となっている。右の最高裁第二
小法廷判決もこの系列に属するが、その後昭和一一一九年にいたって、平等原則が近代民主主義諸国の憲法の基礎的な政
治原理の一としてひろく承認されていること、また世界人権宣言七条において「すべて人は、法の前に平等であり、
またいかなる差別もなしに法の平等な保護を受ける権利を有する」と規定していることから、「わが憲法一四条の趣
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
旨は、特段の事情の認められない限り、外国人にも類推さるべきものと解するのが相当である」（傍点筆者、最大判、
（７） 
昭一一一九・一一・一八、刊集一八巻九号五九七頁）とし、さらに有名なマクリーン事件では、「憲法第一一一章の諸規定に
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
よる基本的人権の保障は、権利の性質上日本国民のみをその対象としていると解されるものを除き、わが国に在留す
る外国人に対しても等しく及ぶと解すべきであり」（最大判昭五三・一○・四、判例時報九○三号、傍点筆者）と判
②（現行生活保護法上の）権利は「日本国民の生存権につき定めた憲法第二五条の理念に基づくもので、自立の
、
、
困難な国民の生存のために、国が積極的な保護を与えるという社会政策に由来する」（傍点筆者）ものであるⅡ足立
霊
髻
所
事
件
、
棗
襄
判
決
に
あ
ら
わ
れ
た
も
の
Ｉ
（
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一〆
民と同じようにそれを享有することは、当然である。ただ、それらの人権は、国家の任務と不可分の関係にあるもの
であり、その保障は、もっぱらその人の属する国の責任であり、それ以外の国の責任ではない」ことである。生存権
も人権の一として、外国人も享有することは認められているが、外国人の居住する国、日本であれば日本国の責任は
否定される結果、外国人に生存権保障を欠いても違憲とはならないことになる。この場合、無国籍者はその生存権を
保障する責任主体はないことになるが、それは「自分の所属する国家をもたない結果、その居住する国家の権力に全
面的に服するものであり、その点では、その国民と同じ地位にあるのであるから、国民に準じて、社会権の享有をみ
（８） 
とめられるべきものであろう」とされる。このように生存権の保障責任が居住国にはなく、居住者の母国であること
（９） 
を論拠としてその積極的保障を外国人に否定する見解はきわめて有力であり、学説上の通説と認められる。
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ここで、わが国において以上にあらわれている学説、判例、政府見解などで、外国人に対する生存権Ⅱ社会保障権
保障の否定に通ずる理論ないし命題を列記すると以下のようである。
⑪恩恵的な社会福祉の対象には外国人も含まれるが、権利としての社会保障の対象は国民のみにかぎられるⅡ生
活保誓の外国人への雷を認め種かつた政府見解足立霊事務所事件東京地裁判決にあらわれたものＩ（第一
⑤国民健康保険のような地域保険の場合、｜定地域に居住する住民間の連帯意識を基盤とするものであるⅡ国民
健
康
保
険
に
つ
い
て
の
政
府
見
解
に
あ
ら
わ
れ
た
り
の
’
一
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）
⑥生存権は国家の任務と不可分の関係にあり、その保障の責任主体は居住国ではなく、居住者の本国であるⅡ学
説
の
通
説
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以上のうち、第一説は、同じく憲法二五条二項に規定されながら、なにゆえに社会福祉は恩恵的性格のもので社会
保障はそうでないのかがまず不明である。旧生活保謹法はたしかに権利性は現行法よりも弱かったことは確かである
が、権利性が弱いと「社会福祉」ということになり、外国人にも適用されるが、権利性が強くなると社会保障になり、
外国人には適用されないことになるという論理が理解できない。本稿との関係では、とくに権利になるとなぜ外国人
が排除されなければならないかの根拠が重要であるが、それには何らふれられていない。（「国民は」の文言のみが根
拠とされているとすれば、前述のように、現時点ではそれはほとんど説得力をもたないものである。）。およそ憲法上
の権利は国民のみを対象とするという先入観があり、そのことに一片の問題意識ももたれていないわけであるが、こ
れが旧生活保護法制定時の政府見解としてならやむをえないとしても、足立福祉事務所事件、東京地裁判決がさきに
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③生存権。社会保障法を外国人に保障、適用すべきかどうかは立法裁量の問題である。これを否定しても立法の
裁量権を逸脱。濫用したものではない。Ⅱ国民年金法の外国人への不適用をめぐる塩見訴訟第一審、第一一審判決、金、
豊
田
鼈
｜
審
判
決
に
あ
ら
わ
れ
た
も
の
ｌ
章
三
説
｝
㈹全額国庫負担の年金の対象者は国民に限られるべきであるⅢ塩見訴訟第一審判決および政府見解にあらわれた
も
の
Ｉ
（
第
四
説
）
第二説は表現が簡潔で、その真意がとらえにくいが、外国人排除の論拠として、生活保護法の基礎である憲法二五
、
、
条が国民の生存権を保障するものである》」と、および生活保護法がその国民のために国が積極的保護を与える社会政
策であることが指摘されている。ここでもそれらがなぜ国民のみを対象とするのかの説明がまったく欠落している。
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（Ⅲ） 
第三説は、堀木訴訟控訴審、上上口審判決にあらわれた立法裁量論の安易な踏襲である。「安易な」とは堀木訴訟で
争
わ
れ
た
こ
と
が
ら
が
社
会
保
障
給
付
の
併
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調
整
の
合
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て
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その合憲性判断の対象の質が異ると思われるからである。私見においても、たとえば所得比例制（拠出制）社会保障
給付の受給要件、給付水準などには多分に立法裁量の余地があることは認める。しかし、こと外国人への適用の有無
となると、かりに適用を否定するにしても慎重な法的検討がなさるべきところである。とくに、すでにマクリーン事
件最高裁判決が「権利の性格上日本国民のみを対象としていると解される」ものを除き、わが憲法上の基本的人権の
保障は外国人にも及ぶと判定したあとだけに、その心要性はいっそう強いわけである。さきに紹介したように、これ
はアメリカ判例法では「本質的に疑念のあるもの」として裁判所の厳密な審査に服することとされていることを想起
する必要がある。マクリーン最高裁判決がある以上、わが国においても外国人への保障の有無は、法的判断の対象と
解である。
引用した最高裁判決（昭二五・一二・二八、昭三九・一・一八）によって基本的には外国人にも憲法上の人権享有主
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して少なくとも司法審査の対象となる性質のものであり、そのぶん立法裁量の幅は限定されているのである。
しかし、この問題について、それ以上に考慮されるべきは国際人権規約Ａ規約との関係である。その社会保障受給
権保障に関する九条の規定および「国民的若しくは社会的出身」も含めて差別を禁止する二条二項によって、本規約
が外国人を差別することなく社会保障権を各国が保障すべきものとしていることについては塩見控訴審判決も異をと
くⅧ）
なえていないが、そうだとすれば、同条一項により、締結国であるわが国は、立法措置その他のすべての適当な方法
により、規約上の権利の完全な実現を漸進的に達成する（囚、嵐のぐ旨、己『Ｃ円のの⑪曰くの｝く）ことは法的な義務であり、わが
国として、それに反することは、条約違反である。たとい「漸進的」なる表現によってその達成に若干の時間的余裕
（吃）
が与えられていると解しても、いつまでも違反状態のままに放置されてよいものとはとうてい解しがたい。塩見控訴
審判決がいうように、本条項によってそれに違反する国内法を直接無効とする効力はもたないにしても、できるだけ
早期に立法改正を要するところである。まして、この条約の効力発生以後（昭和五四年九月廿二日以後）の立法によ
って右条項に反して外国人の社会保障権を奪うことは条約違反となり、憲法九八条により、その立法は無効と解され
る。このようにして、国際人権規約Ａ規約との関係では、外国人に社会保障権を保障することはわが国の国際法上の
法的義務であり、立法裁量の問題ではなくなっているのである。判例上あらわれた国民年金法上の国籍要件はわが国
の本条約批准以前の立法によるものではあったが、右のことは十分認識される必要がある。同法上の国籍要件は本条
約との関係ではなく、昭和五六年の難民条約批准にともなう法改正によって撤廃された。国際的規範を受けた改正で
ある点では同様であるが、国際人権規約批准とともにすみやかな改正がなされるべきものであった。
第四説も、それ自体、説明がないため、その理由や趣旨はまったく不明である。しかし、この説は公費は国家構成
員に配分されるべしとの、前述アメリカにおける《㎡◎の、崗一官冨、一日の『の⑰【」・日『ごのどとも通じているのであって、
生存権の国民性を考えるうえで決して軽視することはできないものである。
その鑑としてもっとも素朴に考えられることは結局公費はその鬮の構成員である国民によってｌ主として税
の形で１１拠出されたものであるから、そのサービスはその固有の構成員に還元されなければならないということで
あろう。国家の国民へのサービスの観点からは、外国人はあくまでも他人であり、関知するところではないというこ
とである。こう考えると、この第四説は、第六説と一体の関係にあるものと理解できる。第六説は生存権の国民性を
表から理論づけたものであるに反し、第四説は、より現実的に、いわば裏から、すなわちその財政面、財源面からと
らえたものと思われる。外国人の保護は当該国の関知するところではないがゆえに当該国の財源を配分する義理もな
いのであり、もし関知するところがあれば、たとい外国人に対しても財源を投入しなければならないであろう。こう
して、第四説は第六説と表裏一体の関係のあるものとして、その当否を第六説とともに検討したい。
〈皿）
ここでとりあえず想起しておくべきことは、外国人も税を負担し、兵役にも服するという事実にも補強されて、前
述のように、すでにアメリカおける負叩已の、一四一℃：一一、旨の『のい【』・向日口のどは、少なくとも州法の次元においては、克
服されているということである。
つぎに第五説であるが、これも生存権の国民性を考える場合重要な理論である。社会保障は、私見によれば、法原
理的には生存権原理、およびそれと不可分の関係をもつものではあるが一応それとは別個に理解できる社会連帯原理、
（Ｍ） 
換言すれば国家と国民間の縦の関係と国民相互間の横の関係の二つを構造原理とするものである。国民健康保険の場
合は社会連帯原理は保険料負担における所得割、資産割の形で具体化されているが、このような社会連帯の関係か
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しかしながら、この社会連帯関係Ⅲ原理は逆方向にも作用する。外国人といえども、一時的旅行者でないかぎり、
なんらかの期間その居住地に居住する場合、その地域住民との間に一の地域的共同関係Ⅲ連帯関係が形成されるから
である。もし社会連帯原理を根拠とするならば、外国人の居住の期間や、生活の定着度に応じて日本人と同じ扱いを
しなければならないことになるのである。結局のところ国民健康保険は外国人にも開かれたが、外国人も日本人同様
拠出義務を負うのであるから、これは当然のことである。そしてこの社会連帯原理は、のちに生存権の人類普遍性を
支
え
る
重
要
な
役
割
を
担
う
こ
と
に
な
る
の
で
あ
る
。
そこで最後に問題の第六説である。思想。信条・表現・移転などの自由権については外国人にも日本人と同様の権
利を認めながら、なにゆえ生存権については別異に扱われるかについては、論者必ずしも明解とはいえない。宮沢説
において社会権は「国家の任務と不可分の関係にあり」の表現から辛うじて感じとれるものは、それが国家の不作為
醤本質とする自由権と異種，国家の霊的な作為を要求する権利ｌしたがって多かれ少薮かれ鬮家財源戦いし公
的財源の投入を必霞とする権利ｌであることであろう．国の不作為はその国に居住するすべての人に及んでもよい
し、また人権保障の国際化の流れから及ばなければならない。そのことによって格別の財源も必要ではない。しかし
積極的に一定の財源を投じて人の生活を保障することになると、それはその国の国民に限られることになる。国はも
ともと国民以外にそのような義務を負っていないのである。さきに引用したＰ・ラロックの指摘にもみられるように、
、
、
、
権利の側からすれば、そのような国民的公的サーヴィスを受ける権利Ⅱ社会保障権は固有の国民にはじめて完全な形
で発生する。そのことは、経済的には、そのための財源が国民全体によって負担されていることによって裏づけられ
もし海外居住の日本人のことだけを念頭に置くとすれば、第六説の趣旨を徹底させて、海外居住邦人にも属人的に
生存権Ⅱ生活保護法を適用することで問題は解決されよう（現実問題としては遠隔の地に生活保護法を適用すること
、
、
、
、
、
、
、
℃
は困難である》」とはあきらかであるが）。しかし問題は日本人についてだけではないのである。この世界において、
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る。この財源面に主として着目したのが前述、アメリカにおける㎡ロ⑦ｎ国一己：］〕。ご芹の【の⑪（ｇｏＲＲごのどということに
なる。要するに、伝統的な国民国家的観念のもとでは、国家の積極的サーヴィスは、少なくとも原則としてその構成
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しかし、ここでまた素朴な疑問がおこる。それはある国に居住する外国人に本国が保護を与えていない場合どうな
るのかということである。病気その他何らかの事情で外国において要保障状態に陥り、しかも本国がその保護措置を
とらないとき、その居住国はその外国人を見殺しにするのであろうか。このようなケースとしては二つの場合がある。
一は本国による保護制度が外国に居住する国民にも適用されることになっておりながら遠隔のため手続が遅れるなど、
事実上本国の保護が及ばない場合と、他はもともと本国法は外国居住の国民には適用しないこととしている場合であ
る。いずれの場合にもその国外居住者は生存上の危機に陥ることに変りはないが、わが国はさきに述べたように、後
の場合にあたるわけである。したがって、わが国において第六説をとることは、他国居住のわが国民で要保障状態に
陥った場合は、その他国の保護措置ではなくわが国の保護が及ぶべきであるとしながら、その保護は法制上及ぼされ
（旧〉
ていないというきわめて重大な矛盾を含んでいることを意味する。この結果外国居住の本邦人で生活障害に陥った者
は死に至るおそれもあることになるのであるから、この問題もはや理論上のみではなく、さし迫った現実の課題でも
ある。
的に承認されるのである。
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およそ一人たりとも、異国の地において無救済のままで見殺しにされてはならないというのがＩＬＯの内外人平等待
遇原則、世界人権宣言、さらに国際人権規約Ａ規約の提起した基本理念であるはずである。ここでも、とくに法的効
力をもつ国際人権規約Ａ規約との関係がまず考慮されなければならない。ここでは属地主義的に要保障状態にある
外国人の居住国に、その外国人の生活保障義務を負わせている。さきにも述べたように、このＡ規約との関係では、
外国人の保護はもはや立法政策上の問題ではない。同規約を批准したあらゆる国は立法その他によってその領域に居
住する外鬮人に法的権利としての保護をしなければならないわけであるが、本規約は単にそのことだけｌつまり、
立法上の保護を加えるということだけｌの効力しかもた猶いのであろうか．ここからさらにより根本的に第六説の
止揚、超克、すなわち生存権の国民性の理解を根底からくつがえし、その人類普遍性を承認すべきことの要請がある
のではなかろうか。第六説は、国家は国民以外の者の生活には関与しないという、憲法における伝統的な国民国家的
憲法感覚に根ざしていると認められるものであるが、それはＩＬＯ平等待遇原則やＡ規約に代表される国際規範と真
向から対立するもので、これによって一大転換が迫られたのである。それは国際規範という超憲法的力によるわが憲
法の実質的改正への要請である。この超憲法的力によってわが憲法二五条は人類普遍性をもつものとして、わが国の
（応）
領域内に居住するすべての者に及ぶと解されなければならないことになるのである。
そして、この生存権の国民性からの脱却、その人類普遍性は、国際的規範の効力という外在的要因からだけでなく、
憲法二五条Ⅱ生存権の性格を、以下のようにより深く洞察することによって権利性質説の立場に立ちつつ、より内在
ここで注目されるのはヨーゼフ・イーゼンゼーの示唆である。彼によれば、社会国家的保護義務は「国家団体との
関係で存するものではなく、社会との関係で存するものである」という。そして、「保障は国民（①国日の目『ぬ円）の
みならず、雲権保障に与る外国社会の市民｛…且一…○・・・二……量にもｌその地位の安定化の程
度に応じてｌ及ぶ。例えば社会保障や生活配慮の領域で外国人がいかに社会国家的給付に与るか陸それぞれの
滞在期間の長さや社会的統合の程度による。」とする。つづけて、社会国家が限界のある財貨の分配の際に優先順位
を設けるとすれば、勉学教育の場の分配のように、ドイツ人がすでに基本権上優越的地位を享受している領域ではド
イツ人を優先しなければならないが、「社会扶助や生活配慮のような〔生存の〕基本に係わる領域では、外国人もド
ッ人と等しく生存に不可欠な給付に依存しているのであって、その分配で国籍による差別をすることは許されなど
ここでは外国人への生存権保障の根拠となる一一つのことがらが指摘されている。｜は、生存権が国家Ⅱ国民との関
係ではなく、社会との関係で存するものであること、一一は、生存権上の給付が人の生存に不可欠なものであることで
ある。ここでまず第一一の点が明確に認識されておかなければならない。いわゆる自由権に属する人権は、自然法的権
利であって、近代社会における個人の存在の基本をなすものであり、これを尊重することの重要性は改めていうまで
もないが、生存権（社会権）的基本権、なかんずく狭義の生存権は個人の生存、場合によっては生死にかかわるもの
であって、現実の人の生活の観点からは、自由権的基本権以上に重要であるといえる。このことは生存権の人類普遍
性を理解するための基本である。
つぎに第一の点であるが、わが国における生存権についての基本的理解は、それが法的権利かプログラム的性質の
ものかはともかくとして、国民の国家に対する請求権、国家の国民に対する生活保障義務、すなわち国家対国民間の
八
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権利Ⅱ義務関係としてである。これには憲法二五条一項の規定のし方が大きくかかわっているのであろう。ともかく
わが国の生存権の一般的認識のもとでは、Ｊ・イーゼンゼーの指摘は理解困難なところであろう。そして私も、生存
権における国家ｌ国民関係の存在をまったく否定するものではない。その場合の国家は資本主義国家であれば、資本
主義社会体制の維持責任主体であって、とくに福祉国家となって以後は、その独自の観点から、その国家構成員の生
活確保の配慮義務を負う。その憲法的な表現が一一五条、とくに一項であろう。
しかしながら、さしあたり社会保障法分野に限定していえば、生存権は社会との関係で存在する要素が大きい。と
くに拠出制社会保障（社会保険）部門においては、その拠出のあり方からみて、高所得者ｌ低所得者、健康者ｌ病弱
者、若壮年者ｌ高齢者、健常者ｌ障害者、大企業労働者ｌ中小企業労働者、大企業－中小企業、使用者ｌ労働者とい
った間の社会連帯関係の存在が私保険との大きな差であり、これが重要な樹造原理となっているが、これはまさに社
会との関係、社会構成員相互間で存在するものである。その場合の国家はそのような社会関係の組織者にすぎず、そ
の本体は社会連帯関係である。また、憲法一一五条一項の直接的発現制度としての全額公費負担の生活保護法にしても、
その財源は社会構成員たる国民によって税の形で負担され、経済学的把握では「所得再分配」の一形態である。さら
（旧〉
にその税のもっとも基本である所得税は累進税制をとるが、これも私見では社今云連帯原理のあらわれである。要する
〈川）
に、国家の責任履行も、その裏では社会連帯原理に立った財源負担が支えているわけである。
このようにして、社会保障権、あるいはそれに代表される生存権には、他の人権にみられないような社会連帯原理
Ⅱ社会の原理が濃厚に付着しているところに特色がある。そうだとすれば、その享有主体は国家構成員Ⅱ国籍保有者、
いわゆる国民ではなく、社会構成員でなければならない。そこには出生以来の社会構成員と、途中から入った者（外
国人）の両者を含む。事実、外国人は、たとい旅行者、通過者のように一時的な滞在者の場合でも、その社会のなか
での生活がなされる・電気、ガス、水道などの生活基礎資料はもとより、交通機関その他の文化的諸施設の利用、さ
らにわが国民たる社会構成員との交流なしに外国人は存在しえないのである。少なくとも酒税その他の間接税も負担
する。ましてこれが長期滞在となった場合は、完全なわが社会構成員となる。さきに、国民健康保険の地域性につい
てふれたが、とくにその居住する地域や日々労働する職域においては、その居住期間の長さに応じてそこでの社会構
成員としての性格は濃厚化する。このような場合、当然にその地域や職域において社会連帯関係が発生し、また発生
すべきである・その外国人が何らかの事情で生活障害や健康障害をおこした場合、本国からの援護の有無にかかわら
ず、その受容した社会が、国民たる社会構成員に対するように、援助の手をさし延べるのが人類社会の常態であり、
またそうでなければならない。（遠き親戚よりも近き隣人Ⅱ）。けっしてその外国人の保護責任は本国にあるといって
見殺しにできるものではないのである。
要するに、長期的滞在の場合はもとより、短期的、一時的な場合でも、いやしくもわが社会の圏内に入った外国人
はまぎれもなないわが社会構成員であり、国籍のいかんを問わず、その社会連帯関係のなかに包摂され、またされる
（卯）
べきである・それが理性的人類社会の本来的姿であり、社〈玄の原理である。ただし、この連帯関係は何らかの組織者
（菌一）
Ⅱ権力機構を必要とする。それが国家であり、あるいは自治体である。これらは社会連帯原理が発現されるような体
制を作らなければならないのである。
憲法は、もともと国家ｌ国民関係の規律の基本法であり、このような社会の原理がいかにその体系下に組み入れら
れるかは大きな、かつ困難な問題であろう。しかし、右にみたように、憲法二五条は社会の原理の発現でもあるとい
九一
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うことが認識されなければならない。生存権は社会構成員相互間の連帯関係をも重要な要素とする権利概念であり、
その内在的必然として、その対象には社会構成員たる外国人も含むと解さなければならない。これに対する国家の立
場は、そのような生存権・社会保障権保障を実現する責任主体であり、必要ならば固有財源も投入して社会の原理の
発現による外国人の包摂・保護の立法措置を構ずる義務を負うのである。このことは憲法一一五条一項自体の文一一一口上は
不明確かもしれないが、第一一項においては国家は「社会」保障、「社会」福祉の推進主体と規定されていることから
若干うかがい知られる。「社会」であって「国家保障」、「国家福祉」ではないのである。同項の「社会」の意義につ
いてはいままであまり吟味されたことばないが、社会の曇を及びた’それだけではないとしても－鑿である
ことは推察可能であり、そのようなものの「向上及び増進に努め」る義務を国家に課したのが同項であると解される
のである。この場合同条一項の「国民は」の語は文言説について批判したとおり、重要な意味はもたない。事実、一一
項にはそのような語はないのである。一項の「国民」とは、「国内居住者」あるいは単に「住民」ほどの意に解すべ
きである。このことはすでに外国人をも適用対象として以後の国民年金法一条が従来どおり憲法一一五条一一項の理念に
もとづくとし、また「国民」の語を用いつづけていることによってすでに実現されている。
以上、一は生存権・社会保障権の人類普遍性を求める国際規範の生成により、一一はそれらに内在する社会の原理の
解明により、従来の国民国家的憲法感覚とそのあらわれとしての生存権の国民性からの脱却を主張した。この生存
権・社会保障権の人類普遍性の確立は、人類交流の国際化による世界社会Ⅱ人類社会の出現に対応するものである。
いままでの人類は一の国民を単位として国家集団を形成し、その国民》」とに国家を成立させて、それぞれの国家がそ
れぞれの利害を対立させ、とげとげしい対抗関係を出現させていた（私のいう国民国家体制）。しかし経済の国際化
を起動力とする人類の世界的交流の増加は、やがてその狭い国家の殻を破って一の世界社会を形成せしめつつある。
そこに当然に世界的連帯による人類普遍的な生存権保障の体系が要請されているのである。この場合の国家は、世界
社会を構成する墓域ごと－－当面は従来の團家の領域に一致するｌの、そこに層住する人類の生活保障の責任主
体たる地位に転化するのである。生存権享有主体の問題は、このような世界的趨勢の認識のもとに解決されなければ
ならない。
右に述べたことにより、とりあえず必要なことは、生活保護法を外国人にも直接に適用することであるが、このこ
とは現在の国民年金法一条、一一条がそうしているように、「国民」を「国内居住者」と暗黙のうちに読み替えるだけ
で足りることなのである。
（２）勺の。□］のご○『目⑪国←Ｚ目」農》】ｇｚｐ色『（］・］、）。ニューヨーク裁判所の判決で、公共労働プロジェクトへの外国人
の雇用を禁止する州の法規を支持したもの。本文に引用した部分は有名なカードゾ（ｏｍａｏＮ・）判事の所見である（圏
（１）文献としては、芦部信喜編「憲法Ⅱ人権⑪」（有斐閣大学双書、初版第五刷、昭五九年）六頁以下、「Ⅱ外国人の人
権」およびここで紹介されている諸文献のほか奥貴雄「外国人・人権の保障原則」近大法学二○巻一・一一号五一一一頁以下
（３）目四百富のごく国呂伜の四日のＤＣヨョゴ・題』このちぢ雪皀Ｐ向。Ｅ『函》畠、Ｑ」］笛（］・崖）
（４）の『山冨曰く酉、冨己の。ｐ》の、一一円くＦｍの『四日］四コ一⑰》』ｇこの』＆巴Ｆ因己竪『閨⑫Ｑ］画室（こ『］）。この判決につ
いては、小川政亮「社会保障権・差別事由・最後の障壁・国籍」（日本社会事業大学研究紀要二四集）一一四○頁注（４）
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権」およ罪
など参照。
Ｐ向・函。、←巴
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四
ですでにくわしく紹介されている。本文中のアメリカの判例の流れについての説明は、この判決文による。アリゾナ州
のケースは、一四年間アリゾナ州に居住し完全障害となった婦人が連邦砥補助の州福祉給付を申請したところ、その規定
上一五年以上合衆国居住の要件が付されていたため拒否されたもの。これに対しアリゾナ地方裁判所は州の法規が憲法
修正一四条で平等保護条項に違反するとして請求者を勝訴させていた。ペンシルバニアのケースは、連邦制度上の受給
資格のないペンシルバニア在住の外国人が病気のため州に援助を請求したところ、同州の一般扶助（ぬｇの『巳囚の⑫一ｍ‐
日。８）は連邦制度の受給資格のある者か、合衆国国民である者に限定していたため拒否されたもの。これに対する地
方裁判所の判決はアリゾナの場合と同様であった。
（５）たとえば佐々木惣一「改訂日本国憲法」四六七頁以下。消極説に立って、諸学説を検討したものとして、太田益男
「外国人と憲法上の人権」（法律のひろば二六巻一一号所収）。法学協会「註解日本国憲法」上（有斐閣、昭和二八年）
一一一四六頁も本項（憲法一四条一項）が国民と明示していること、後段に「国籍」が列挙されていないこと、さらに「政
治的関係」で外国人を差別することは当然考えられることから、本項には外国人は含まれないとする。
（６）最大判、昭三二・六・’九、刑集一一巻六号、一六六一一一頁。憲法二二条について「これらの憲法上の自由を享ける者
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
は法文上日本国民に局限されていないのであるから、外国人であっても日本国に在ってその主権に服している者に限り
及ぶものであることも、また論をまたない」（傍点筆者）とする。
（７）マクリーン事件については、尾吹善人「外国人と人権」（清宮・佐藤功、阿部、杉原編－．新版憲法演習Ｉ」昭六二年、
有
斐
閣
）
一
二
頁
以
下
参
照
）
（８）宮沢「憲法Ⅱ」（有斐閣、法律学全集、昭和一一一四年）二三五頁以下。
（９）清宮「全訂憲法要論」（法文社、昭和三六。初版は昭和二七年）一○八頁、作間「外国人の基本的人権」法学教室二
期七号一○九頁、荻野一”基本的人権の研究」（法律文化社、一九八○年）一一五一頁以下など。荻野説は、しかし、外国
人でも日本人と同じような生活実態をもつ者には社会保障上の利益を拒否することは不公平とする（同一一五二頁）。
、）高藤「社会保障法における生存権原理と社会連帯原理」（荒木先生還歴記念「現代の生存権」（法律文化社、一九八
六）一頁以下参照。
（ｕ）Ａ規約二条二項は「国民的……出身」の語を使い「国籍」と明言していないが、同条三項との関係から、国籍も「国
民的出身」に含めて理解するのが一般である。本規約上、内外人平等待遇の原則は本条二項によって規定されている。
法学セミナー昭和五四年五月臨時増刊、（逐条解説）五七頁（宮崎教授執筆分）。
、）高野教授は、この「漸進的」の意義について、「各社会権的人権は、締約国の状況いかんによって必ずしも完全なも
の
で
は
な
く
、
不
完
全
で
あ
る
こ
と
も
許
容
さ
れ
る
が
、
不
完
全
な
ら
ば
不
完
全
な
り
に
、
人
種
、
性
、
言
語
、
宗
教
、
国
民
的
出
身
…
…
そ
の
他
に
よ
る
差
別
は
許
さ
れ
な
い
。
す
な
わ
ち
漸
進
的
達
成
は
各
社
会
的
人
権
に
つ
い
て
の
問
題
で
あ
っ
て
、
具
体
的
人
権
に
お
け
る
差
別禁止までが漸進的達成（差別はあっても漸進的に除去）であってよいものではない。権利の実現が不完全であっても、
それはすべての者に差別なく平等に適用されなければならなどと指摘される（同教授「全訂新版国際法概論上」昭和
六
二
年
、
弘
文
堂
、
三
九
七
頁
）
。
宮
崎
教
授
も
「
漸
進
的
」
は
開
発
途
上
国
の
こ
と
を
考
慮
し
た
猶
予
規
定
で
「
経
済
的
に
即
時
実
施
可
能な先進国がいつまでも実施を引きのばしてよいというわけではない」とされ、また規約の実施は二条二項により「平
等
に
」
お
こ
な
わ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
「
こ
の
「
平
等
な
実
施
」
を
も
漸
進
的
に
お
こ
な
え
ば
よ
い
と
解
す
る
こ
と
は
誤
り
で
あ
る
」
と
い
われている（法学セミナー同右、五七頁）。さらに芹田教授も平等原則は「即時的実施を要求する」とされる｛国際的
人権規約の意義とその概要」法律時報五一巻八号三四頁）
（Ⅲ）前述ペンシルパーーア事件で、長期在住外国人は納税、兵役の義務を負い、また長期に労働して州の発展に貢献したこ
とをあげて外国人への支出を抑制することを適当でないとした地方裁判所の判断を最高裁も支持している（ｇＰ目呂
（、）堀木訴訟についての私の批判は、控訴審判決については判タ三三三号、上告審判決については判タ四七七号ですでに
、一一）◎
おこなった。
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
九
五
国際規範からみたわが国社会保障法の国際化の現状と課題
九六
（巧）すでに小川教授が指摘されているところである。小川前掲書、二八一頁以下
Ｂ）川勝教授は、憲法よりも高い保障をなす国際法（Ａ規約）と憲法との関係について、「本来そこで定める人権保障よ
りも高い保障をすることはなんら憲法に違反することではないから、あえて憲法改正の必要はないと考えられる」とさ
れつつ、国際法と憲法を同等とする立場から、「後法が前法を改廃するという後法優先の原則により前法たる憲法が改
京されたものと解釈することができるであろう（例、Ａ規約一一条、九条などと日本国憲法二五条）」と述べられる
（川勝勝則「国際社会福祉」法学セミナー、昭五四年五月、臨時増刊号三八頁）私見では、人権保障という人類普遍の
根本規範の場合、やはり改憲措置がとられべきであるが、ただ、憲法一一五条との関係では、本文に述べたような解釈変
更によって条約との適合性の維持は可能と解する。
（Ⅳ）］○ｍのロ⑩の。閉の》斉藤靖夫訳「ドイツ連邦共和国における外国人の国法上の地位」（ジュリスト六二二号～六二四号、一
九七六年）所収。外国人の法的地位をドイツ現行国法上の観点から考察したものであるが、その後同じ傾向の指摘はわ
が国においても沢木、小川、河野正輝教授らによってなされている。沢木教授によれば、社会保障は社会連帯を基礎と
するもので、「人類共同体という視点からするならば、社会保障は全人類に及ぽさるべきことになろう」とされる（「国
際社会における外人法」ジュリスト六八一号六八頁）。小川教授によれば、憲法三○条の規定にかかわらず「外国人も
納税の義務を負わされているのであり、全額国庫負担という限り、その財源は結局、日本社会を樹成するこれら外国人
を含む多くの人々の負担で賄われていることになるのであって、社会保障はこの意味で社会連帯の思想に立脚するもの
であり、国民年金法一条にいう「国民の共同連帯」の思想も、まさにこの意味に解すべきである」（「在日外国人の社会
保障法制上の状況」法律時報五七巻五号、五三頁’五四頁）。
河野教授は、「そもそも社会保障はニードによって、すなわち政治的背景ではなく経済的背景から生れてきたという
事実を考慮すると、社会保障の法理においても国籍の有無という形式的要件よりも共同体の一員として生活していると
いう社保経済的蝋夷に着目して適用対象を画することが本来の姿である」とされる（「外国人と社会保障ｌ難民条約
社会保障の国際的連携はそれを受ける人類の権利の側からみると社会保障の内外人平等待遇権である。それは経済
の国際化をもっとも大きな要因とする世界社会の形成とともに生成してきたものである。したがってその権利は、従
、
、
、
勺
来の国家が国民に対して保障義務を負う一般的基本的人権とはまったく異質なものである。この一般的基本的人権の
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もに、その課題を検討した。
以上、社会保障法の国際化の重要側面としての国際的連携について、その歴史的、社会的、法理的意義の考察、そ
れを主導したＩＬＯ条約・勧告の生成・発展の流れの追跡、それに対応すべきわが法制の現状をあきらかにするとと
関
係
整
備
法
の
意
義
と
問
題
点
Ｉ
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
七
八
一
号
五
一
頁
）
．
（肥）金子宏教授は、生存権を保障するためには社会保障制度等が必要となり、そのためには累進説率による富の再分配が
不可欠であることなどから、「累進税率を内容とする「担税力に即した税負担の配分・’の観念」は憲法が暗黙の前提と
するところと解することが可能とされる。「税制と公平負担の原則」ジュリスト五○六号一二頁。
（四）私の生存権と社会連帯原理の関係についての理解は、注向）拙稿参照。
（卯）この表現は馬場宏二「現代資本主義の多原理性」（経済評論一九七九、七月号所収）にあらわれている。
（型かって国民健康保険法が原則的に外国人を排除しつつ、地方自治体に「条例で定める国」については被保険者とする
ことができることとされていたところ、一九八○年の時点で、全国市町村三、一一一○○のうち、すでに約一一、○○○が外国
人を適用対象としていた。小川、前掲「在日外国人の社会保障法制の状況」法律時報五七巻五号、四六頁参照。
む
す
び
保障自体が国際化され、各種人権保障に関するＩＬＯ条約や世界人権宣言、国際人権規約などの国際的規範の形成と
（注）
、
、
ともに「国内の自国民の人権の保障を国際的に負う」時代となっているが、内外人平等待遇権の場合は「国内の他国
、
、
、
民の人権の保障を各国が国際的に負う」ところに特色がある。「他国民」の権利保障であるがゆえに、それは当然に
従来の国民国家的憲法ないし人権感覚でとらえうるものではなく、「国家」、「国民」、「国籍」といった既存概念の超
越、さらに消滅さえをも迫るものである。それは世界社会の形成により、人権がこれら概念の枠を突破し、世界社会
の構成員として、あるいは人類社会の構成員としての権利に発展したことの帰結である。すくなくとも、人権保障に
関しては、国家は国民国家から脱皮しなければならない。脱皮したあとの国家は、世界社会の構成員たる人類の権利
保障、社会保障権についていえば生活保障についての単なる地域的責任分担主体であるにすぎない。いなこの国家の
姿
す
ら
暫
定
的
な
も
の
で
あ
り
、
や
が
て
は
よ
り
大
き
な
世
界
的
機
構
Ⅲ
世
界
連
邦
に
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収
さ
れ
て
ゆ
く
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程
で
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。
し
た
が
っ
て
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に
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よ
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な
世
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機
構
の
あ
り
方
、
さ
ら
に
世
界
連
帯
の
法
理
の
構
築
が
必
要
と
さ
れ
る
。
社会保障の国際的連携についてのＩＬＯ条約進展の過程は、この世界社会、それを組織する世界連邦形成の過程で
もある。したがっていまだ理想的な形とはなっていない。むしろこの点では国際人権規約Ａ規約の方が一歩先んじた
感がある。このような国際的規範形成の現状において、わが国もそれなりの前進を示しているが、さしあたってわが
国
に
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
と
し
て
は
つ
ぎ
の
三
点
で
あ
る
。
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用
②ＩＬＯ二八号条約、一五六号条約の可及的すみやかな批准（国際的通算制度への参加）
③
い
わ
ゆ
る
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不
法
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このうちの⑪はＡ規約との関係での条約違反状態解消のために即時必要とされる。これによって生存権Ⅱ社会保障
権は、憲法学の通説に反し、世界的には属地主義的に保障されることになるし、それが望ましい。
現在わが国に在住する外国人は八六万人といわれ、わが国はまた年間六百万人の海外移動数を示し、これが通産省
の「シルバー・コロンビア計画」、運輸省の「テン・ミリオン計画」などでいっそう促進されようとしている。「世界
は一つ」はますます現実化している。それにともなう法理ないし理論の形成、構築が必要とされている。本稿がこれ
にこたえるための一助となれば幸いである。
（注）芹田健太郎「国際人権規約の意義とその概要」法律時報五一巻八号三○頁。本稿ではこの人権の国際化自体の問題は
扱わなかったが、現在の国際法学上の大論点である。最近の文献として、江橋崇「人権の国際化と国際水準」法律時報五
九巻六号、七号、久保田洋「人権の国際的実施」法学志林（法政大学法学志林協会）八五巻三号所収。この問題について
の文献は両論文に紹介されている。
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